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入 札 説 明 書 

 

                                       

原子力規制委員会原子力規制庁 

  長官官房放射線防護グループ 

監視情報課放射線環境対策室 

 

 

原子力規制委員会原子力規制庁の土木一式工事及び建築一式工事の調達に係る入札公告

（平成３０年１２月３日付け公告）に基づく入札については、関係法令、原子力規制委員

会原子力規制庁入札心得に定めるもののほか下記に定めるところによる。 

 

                                          記 

 

１．競争入札に付する事項                                                        

       

 (1) 作業の名称    平成３０年度 原子力艦環境放射能調査設備（佐世保港立神 

（１号）局）更新業務 

 (2) 作業内容等    別紙仕様書のとおり。 

 (3) 履行期限     契約締結日から平成３１年７月１０日 

 (4) 納入場所     入札説明書による。 

 (5) 入札方法      入札金額は総価で行う。落札決定に当たっては、入札書に記載

された金額に当該金額の８パーセントに相当する額を加算した

金額（当該金額に１円未満の端数が生じたときは、その端数金

額を切捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入

札者は消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事

業者であるかを問わず、見積もった契約金額の１０８分の１０

０に相当する金額を入札書に記載すること。                

                    

２．競争参加資格 

 (1) 予算決算及び会計令（以下「予決令」という。）第７０条の規定に該当しない者で

あること。 

   なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を

得ている者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。 

 (2) 予決令第７１条の規定に該当しない者であること。  

 (3) 環境省における平成２９･３０年度競争参加資格（建設工事等（建築工事）又は

（土木工事））において、「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」の等級に格付されている者で

あること。 

 (4) 原子力規制委員会からの指名停止措置が講じられている期間中の者ではないこと。 

  (5) 入札説明書において示す暴力団排除に関する誓約事項に誓約できる者であること。 

  (6) 入札説明会に参加した者であること。 
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３．入札者の義務 

この一般競争に参加を希望する者は、原子力規制庁が交付する仕様書に基づき、適合

証明書を作成し、受領期限内に提出しなければならない。 

また、支出負担行為担当官等から当該書類に関して説明を求められた場合は、これ

に応じなければならない。 

なお、提出された適合証明書は原子力規制庁において審査するものとし、審査の結果

採用し得ると判断した証明書を提出したもののみ入札に参加できるものとする。 

 

４．入札説明会の日時及び場所 

  平成３０年１２月１０日（月）１４時３０分～ 

  〒106-8450 東京都港区六本木一丁目９番９号 六本木ファーストビル 

   原子力規制委員会 原子力規制庁 １３階 入札会議室 

原子力規制庁ホームページの「手続き・申請」＞「調達・予算執行」＞「調達」＞ 

「物品・役務」＞「一般競争入札」より必要な件名を選択し、入札競争説明書のファ 

イルが添付されているので、ダウンロードして入手すること。 

http://www.nsr.go.jp/nra/chotatsu/buppin-itaku/buppin/index.html 

  ※１ 参加人数は、原則１社１名とする。 

  ※２ 本会場にて、入札説明書の交付は行わない。 

  ※３ 入札説明会への参加は必須とする。 

＊またＨＰにより公告にてダウンロードできない場合は、本件に関する照会先に連絡し

入手すること。 

  

５．適合証明書の受領期限及び受領場  

  平成３０年１２月２０日（木） １２時００分   

〒106-8450  東京都港区六本木一丁目９番９号 六本木ファーストビル７階 

  原子力規制委員会原子力規制庁長官官房放射線防護グループ監視情報課 

放射線環境対策室 

※１ 郵送の場合は受け付けるが、メールによる適合証明書の受領は受け付けない。

また、確実に届くように、郵便の場合は配達証明等で送付すること。 

※２ 詳細設計図は、提出された適合証明書の審査合格者のみに配布する。 

   適合証明書審査合格者は、入札及び開札日までに配布された詳細設計図を基に

入札金額を積算すること。 

  

６．入札及び開札の日時及び場所 

  平成３１年 １月 ８日（火） １５時００分～ 

  原子力規制委員会 原子力規制庁 １３階 入札会議室 

 

７．競争参加者は、提出した入札書の変更及び取消しをすることができない。 

 

８．その他の事項については、入札心得の定めにより実施する。 
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９．入札の無効 

  入札公告に示した競争参加資格のない者による入札及び入札に関する条件に違反した

入札は無効とする。 

 

１０．落札者の決定方法 

   支出負担行為担当官が採用できると判断した適合証明書を提出した入札者であっ

て、予算令第７９条の規定に基づき作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格を

もって有効な入札を行った者を落札者とする。ただし、落札者となるべき者の入札額

によっては、その者により当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると

認められるとき、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すことと

なるおそれがあって著しく不適切であると認められるときは、予定価格の制限の範囲

内の価格をもって入札した他の者のうち、最低価格をもって入札した者を落札者とす

ることがある。 

 

１１．入札保証金及び契約保証金   全額免除                                    

  

１２．契約書作成の要否       要 

 

１３．契約条項            契約書（案）による。 

    

１４．支払の条件          契約書（案）による。 

    

１５．契約手続において使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨に限る。 

 

１６．契約担当官等の氏名並びにその所属する部局の名称及び所在地 

   〒106-8450  東京都港区六本木一丁目９番９号 

   支出負担行為担当官 原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官 原田 義久 

 

１７．その他 

(1) 競争参加者は、提出した証明書等について説明を求められた場合は、自己の責任

において速やかに書面をもって説明しなければならない。 

    (2) 本件に関する照会先 

質問は、電話、FAX 又はメール（tomoaki_odaira@nsr.go.jp）にて受け付ける。 

担当：原子力規制委員会原子力規制庁長官官房放射線防護グループ監視情報課 

放射線環境対策室 大平 智章 

電話：０３―５１１４―２１２６ 

FAX ：０３―５１１４―２１８５ 

   (3) 本入札に関わる入札の執行（落札及び契約締結）は、当該業務にかかる「繰越承

認」がなされたことを条件とする。 
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（別紙） 

入 札 心 得 

（工事） 

 

（目的） 

第１条 原子力規制委員会原子力規制庁の契約に係る一般競争及び指名競争（以下「競争」

という。）を行う場合における入札その他の取扱いについては、会計法（昭和２２年法

律第３５号）、予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号。以下「令」という。）、

契約事務取扱規則（昭和３７年大蔵省令第５２号）その他の法令に定めるもののほか、

この心得の定めるところによるものとする。 

 

（一般競争参加の申出） 

第２条 一般競争に参加しようとする者は、令第７４条の公告において指定した期日まで

に、令第７０条の規定に該当する者でないことを確認することができる書類及び当該公

告において指定した書類を添え、支出負担行為担当官にその旨を申し出なければならな

い。 

 

（入札保証金等） 

第３条 競争入札に参加しようとする者（以下「入札参加者」という。）は、入札執行前に、

見積金額の１００分の５以上の入札保証金又は入札保証金に代わる担保を歳入歳出外現

金出納官吏又は取扱官庁に納付し、又は提供しなければならない。ただし、入札保証金の

全部又は一部の納付を免除された場合は、この限りでない。 

 

２ 入札参加者は、前項ただし書の場合において、入札保証金の納付を免除された理由が入

札保証保険契約を結んだことによるものであるときは、当該入札保証保険契約に係る保

険証券を支出負担行為担当官に提出しなければならない。 

 

３ 入札保証金に代わる担保は、落札者に対しては契約締結後に、落札者以外の者に対して

は入札執行後にその受領証書と引換えにこれを還付する。 

 

（入札等） 

第４条 入札参加者は、仕様書、契約書案、図面等を熟覧のうえ、入札しなければならない。

この場合において仕様書、契約書案、図面等について疑義があるときは、関係職員の説明

を求めることができる。 

 

２ 入札書は、様式１により作成し、封かんのうえ、入札者の氏名を表記し、公告、公示又

は通知書に示した時刻までに、入札函に投入しなければならない。なお、電子調達システ

ムによる入札の場合、入札書は入力画面上において作成し、公告、公示又は通知書に示し

た時刻までに送信するものとする。ただし、支出負担行為担当官の承諾を得て又は支出負

担行為担当官の指示により書面により提出する場合は、様式１により作成し、入札書を封

かんのうえ、入札者の氏名を表記し、公告、公示又は通知書に示した時刻までに、入札函

に投入しなければならない。 
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３ 入札書は、入札保証金の全部の納付を免除された場合であって、支出負担行為担当官に

おいてやむを得ないと認められたときは書留郵便をもって提出することができる。この

場合においては、二重封筒とし、表封筒に入札書在中の旨を朱書し、中封筒に入札件名及

び入札日時を記載し、支出負担行為担当官あての親展で提出しなければならない。 

 

４ 入札参加者は、代理人をして入札させるときは、その委任状（様式２、様式３）を持参

させなければならない。 

 

５ 入札参加者又は入札参加者の代理人は、当該入札に対する他の入札参加者の代理をす

ることはできない。 

 

６ 入札参加者は、令第７１条第１項の規定に該当する者を入札代理人とすることはでき

ない。 

 

７ 入札参加者は、別紙において示す暴力団排除に関する誓約事項に誓約の上、提出するこ

と。 

なお、書面により入札する場合は、誓約事項に誓約する旨を入札書に明記することとし、

電子調達システムにより入札した場合は、当面の間、誓約事項に誓約したものとして取り

扱うこととする。 

 

（入札の辞退） 

第４条の２ （指名競争入札に関する条項のため省略） 

 

（公正な入札の確保） 

第４条の３ 入札参加者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律(昭和２２年

法律第５４号）等に抵触する行為を行ってはならない。 

 

２ 入札参加者は、入札に当たっては、競争を制限する目的で他の入札参加者と入札価格又

は入札意思についていかなる相談も行わず、独自に入札価格を定めなければならない。 

 

３ 入札参加者は、落札者決定前に、他の入札参加者に対して入札価格を意図的に開示して

はならない。 

 

（入札の取りやめ等） 

第５条 入札参加者が連合し、又は不穏の行動をなす等の場合において、入札を公正に執行

することができないと認められるときは、当該入札参加者を入札に参加させず、又は入札

の執行を延期し、若しくは取りやめることがある。 

 

（無効の入札） 

第６条 次の各号の一に該当する入札は、無効とする。 

① 競争に参加する資格を有しない者のした入札 
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② 委任状を持参しない代理人のした入札 

③ 所定の入札保証金又は保証金に代わる担保を納付し又は提供しない者のした入札 

④ 記名押印を欠く入札（電子調達システムによる場合、電子認証書を取得していない者の

した入札） 

⑤ 金額を訂正した入札 

⑥ 誤字、脱字等により意思表示が不明瞭である入札 

⑦ 明らかに連合によると認められる入札 

⑧ 同一事項の入札について他人の代理人を兼ね、又は２人以上の代理をした者の入札 

⑨ その他入札に関する条件に違反した入札 

 

（入札書等の取扱い） 

第６条の２ 提出された入札書は開札前も含め返却しないこととする。入札参加者が連合

し若しくは不穏の行動をなす等の情報があった場合又はそれを疑うに足りる事実を得た

場合には、入札書及び工事費内訳書を必要に応じ公正取引委員会に提出することがある。 

 

（調査基準価格、低入札価格調査制度） 

第６条の３ 工事その他の請負契約（予定価格が１千万円を超えるものに限る。）について

令第８５条に規定する相手方となるべき者の申込みに係る価格によっては、その者によ

り当該契約の内容に適合した履行がされないこととなるおそれがあると認められる場合

の基準は次の各号に定める契約の種類ごとに当該各号に定める額（以下「調査基準価格」

という。）に満たない場合とする。 

 ① 工事の請負契約 その者の申込みに係る価格が契約ごとに１０分の７から１０分の

９までの範囲で契約担当官等の定める割合を予定価格に乗じて得た額 

 ② 前号以外の請負契約 その者の申込みに係る価格が１０分の６を予定価格に乗じて

得た額 

２ 調査基準価格に満たない価格をもって入札（以下「低入札」という。）した者は、事後

の資料提出及び契約担当官等が指定した日時及び場所で実施するヒアリング等（以下「低

入札価格調査」という。）に協力しなければならない。 

３ 低入札価格調査は、入札理由、入札価格の積算内訳、手持工事の状況、履行体制、国及

び地方公共団体等における契約の履行状況等について実施する。 

 

（落札者の決定） 

第７条 入札を行った者のうち、契約の目的に応じ、予定価格の制限の範囲内で最高又は最

低の価格をもって入札した者を落札者とする。ただし、国の支払の原因となる契約のうち

予定価格が 1 千万円を超える工事又は製造の請負契約について、落札者となるべき者の

入札価格によっては、その者により当該契約の内容に適合した履行がなされないおそれ

があると認められるとき（工事の請負契約に限る。）、又はその者と契約を締結すること

が公平な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認められる

ときは、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をも

って入札した者を落札者とする。 

 

２ 令第８５条の基準に該当する入札を行った者は、支出負担行為担当官の行う調査に協
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力しなければならない。 

 

（再度入札） 

第８条 開札をした場合において、各人の入札のうち予定価格の制限に達した価格の入札

がないときは、直ちに再度の入札を行う。ただし、郵便による入札を行った者がある場合

及び電子調達システムによる入札の場合において、直ちに再度の入札を行うことができ

ないときは、支出負担行為担当官が指定する日時において再度の入札を行う。 

入札執行回数は再度の入札を含め、原則として２回を限度とする。 

 

（同価格の入札者が２人以上ある場合の落札者の決定） 

第９条 落札となるべき同価格の入札をした者が２人以上あるときは、紙入札の場合は直

ちに、当該入札をした者にくじを引かせて落札者を定める。なお、電子調達システムによ

る入札の場合は、支出負担行為担当官が指定する日時及び場所において、当該入札をした

者にくじを引かせて落札者を定める。 

 

２ 前項の場合において、当該入札をした者のうちくじを引かない者があるときは、これに

代わって入札事務に関係のない職員にくじを引かせる。 

 

（契約書等の提出） 

第１０条 契約書を作成する場合においては､落札者は､支出負担行為担当官から交付され

た契約書の案に記名捺印し、落札決定の日から７日以内に、これを支出負担行為担当官に

提出しなければならない。ただし、支出負担行為担当官の承諾を得て、この期間を延長す

ることができる。 

 

２ 落札者が前項に規定する期間内に契約書の案を提出しないときは、落札は、その効力を

失う。 

 

３ 契約書の作成を要しない場合においては、落札者は、落札決定後すみやかに請書その他

これに準ずる書面を分任支出負担行為担当官に提出しなければならない。ただし、支出負

担行為担当官がその必要がないと認めて指示したときは、この限りでない。 

 

（契約保証金等） 

第１１条 落札者は、契約書案の提出とともに、以下１から３のいずれかの書類を提出しな

ければならない。 

１ 債務不履行時による損害金の支払いを保証する金融機関等の保証に係る保証書 

① 契約保証金の支払いの保証ができる者は、出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに

関する法律(昭和２９年法律第１９５号)に規定する金融機関である銀行、信託会社、保険

会社、信用金庫、信用金庫連合会、労働金庫、労働金庫連合会、農林中央金庫、株式会社

商工組合中央金庫、株式会社日本政策投資銀行、信用協同組合、農業協同組合、水産業協

同組合若しくはその他の貯金の受入れを行う組合（以下「銀行等」という｡）又は公共工

事の前払金保証事業に関する法律（昭和２７年法律第１８４号）第２条第４項に規定する

保証事業会社（以下「金融機関等」と総称する｡）とする。 
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② 保証書の宛名の欄には、「支出負担行為担当官（(官職)(氏名)を記載すること。）」と

記載するように申し込むこと。 

③ 保証債務の内容は、契約書に基づく債務の不履行による損害金の支払いであること。 

④ 保証書上の保証に係る工事名等の欄には、契約書に記載される工事名等が記載される

ように申し込むこと。 

⑤ 保証金額は、契約保証金の金額以上であること。 

⑥ 保証期間は、工期等を含むものとすること。 

⑦ 保証債務履行請求の有効期間は、保証期間経過後６か月以上確保されるものとするこ

と。 

⑧ 請負代金額の変更又は工期の変更等により契約保証金の金額を変更する場合又は履行

期間を変更する場合等の取扱いについては、支出負担行為担当官の指示に従うこと。 

⑨ 受注者の責に帰すべき事由により契約が解除されたときは、金融機関等から支払われ

た保証金は、会計法第２９条の１０の規定により国庫に帰属する。なお、違約金の金額が

保証金額を超過している場合は、別途、超過分を徴収する。 

⑩ 受注者は、銀行等が保証した場合にあっては、工事完成等後、支出負担行為担当官から

保証書の返還を受け、銀行等に返還するものとする。 

 

２ 債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による保証に係る証券 

① 公共工事履行保証証券とは、保険会社が保証金額を限度として債務の履行を保証する

証券である。 

② 公共工事履行保証証券の宛名の欄には､「支出負担行為担当官（（官職）（氏名）を記

載すること。）」と記載するように申し込むこと。 

③ 証券上の主契約の内容としての工事名等の欄には、契約書に記載される工事名等が記

載されるように申し込むこと。 

④ 保証金額は、請負代金額の１０分の３の金額以上とすること。 

⑤ 保証期間は、工期等を含むものとすること。 

⑥ 請負代金額を変更する場合又は工期を変更する場合等により保証金額又は保証期間を

変更する場合等の取扱いについては、支出負担行為担当官の指示に従うこと。 

⑦ 受注者の責に帰すべき事由により契約が解除されたときは、保険会社から支払われた

保証金は、会計法第２９条の１０の規定により国庫に帰属する。なお、違約金の金額が保

証金額を超過している場合は、別途、超過分を徴収する。 

 

３ 債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険契約に係る証券 

① 履行保証保険とは、保険会社が債務不履行時に、保険金を支払うことを約する保険であ

る。 

② 履行保証保険は、定額てん補方式を申し込むこと。 

③ 保険証券の宛名の欄には､「支出負担行為担当官(（官職）（氏名）を記載すること。)」

と記載するように申し込むこと。 

④ 証券上の契約の内容としての工事名等の欄には、契約書に記載される工事名等が記載

されるように申し込むこと。 

⑤ 保険金額は、請負代金額の 10分の３の金額以上とすること。 

⑥ 保険期間は、工期等を含むものとすること。 
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⑦ 請負代金額の変更により保険金額を変更する場合の取扱いについては、支出負担行為

担当官の指示に従うこと。 

⑧ 受注者の責に帰すべき事由により契約が解除されたときは、保険会社から支払われた

保険金は、会計法第 29 条の 10の規定により国庫に帰属する。なお、違約金の金額が保険

金額を超過している場合は、別途、超過分を徴収する。 

 

（異議の申立） 

第１２条 入札をした者は、入札後、この心得、仕様書、契約書案、図面、現場等について

の不明を理由として異議を申し立てることはできない。 

 

（入札書） 

第１３条 落札者の決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の８パーセン

トに相当する額を加算した金額をもって落札価格とするので、入札者は消費税等分に係

る課税業者であるか、非課税業者であるかを問わず、見積った契約希望金額の１０８分の

１００に相当する金額を入札書に記載すること。 
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（別紙） 

 
暴力団排除に関する誓約事項 

 

 当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、下記事項について、入札書（見

積書）の提出をもって誓約いたします。 

 この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとな

っても、異議は一切申し立てません。 

  また、官側の求めに応じ、当方の役員名簿（有価証券報告書に記載のもの（生年月日を含

む。）を提出します。ただし、有価証券報告書を作成していない場合は、役職名、氏名及び

生年月日の一覧表）及び登記簿謄本の写しを提出すること並びにこれらの提出書類から確

認できる範囲での個人情報を警察に提供することについて同意します。 

 

記 

 

１．次のいずれにも該当しません。また、将来においても該当することはありません。 

（１）契約の相手方として不適当な者 

  ア 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人

である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の

代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者を

いう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法

律第 77 号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ）又は暴力団員（同法

第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき 

  イ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

  ウ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するな

ど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき 

  エ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 

 

（２）契約の相手方として不適当な行為をする者 

  ア 暴力的な要求行為を行う者 

  イ 法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者 

  ウ 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者 

  エ 偽計又は威力を用いて会計課長等の業務を妨害する行為を行う者 

  オ その他前各号に準ずる行為を行う者 

 

２．暴力団関係業者を再委託又は当該業務に関して締結する全ての契約の相手方としませ

ん。 

 

３．再受任者等（再受任者、共同事業実施協力者及び自己、再受任者又は共同事業実施協力

者が当該契約に関して締結する全ての契約の相手方をいう。）が暴力団関係業者である

ことが判明したときは、当該契約を解除するため必要な措置を講じます。 

 

４．暴力団員等による不当介入を受けた場合、又は再受任者等が暴力団員等による不当介入

を受けたことを知った場合は、警察への通報及び捜査上必要な協力を行うとともに、発

注元の契約担当官等へ報告を行います。  
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（様式１） 

 

 

入  札  書 

 

 

平成  年  月  日 

                            注）書類の発行日を記入 

 

 

支出負担行為担当官 

 原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官 殿 

 

                所 在 地 

                商号又は名称 

                代表者氏名             印 

 

              （復）代理人              印 

                      注）代理人又は復代理人が入札書を持参して入札する 

場合に、（復）代理人の記名押印が必要。 

このとき、代表印は不要（委任状には必要）。 

 

 下記のとおり入札します。 

 

 

記 

 

 

 １ 入札件名 ：平成３０年度 原子力艦環境放射能調査設備（佐世保港 

立神（１号）局）更新業務 

 

 ２ 入札金額 ：金額                    円  

 

 ３ 契約条件 ：契約書及び仕様書その他一切貴庁の指示のとおりとする。 

 

 ４ 誓約事項 ：暴力団排除に関する誓約事項に誓約する。 
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（様式２－①） 

 

委  任  状 

 

平成  年  月  日 

                            注）書類の発行日を記入 

 

支出負担行為担当官 

 原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官 殿 

 

 

                   所 在 地 

              （委任者）商号又は名称 

                   代表者氏名          印 

 

 

                   代理人所在地 

              （受任者）所属(役職名) 

                   氏   名          印 

 

 

 

 当社              を代理人と定め下記権限を委任します。 

 

 

記 

 

 

（委任事項） 

 

  １ 平成３０年度 原子力艦環境放射能調査設備（佐世保港立神（１号）局）

更新業務の入札に関する一切の件 

 

  ２ １の事項にかかる復代理人を選任すること。 
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（様式２－②） 

 

委  任  状 

 

平成  年  月  日 

                            注）書類の発行日を記入 

 

支出負担行為担当官 

 原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官 殿 

 

 

                   所 在 地 

              （委任者）所属(役職名) 

                   代理人氏名          印 

 

 

                                    所 在 地 

              （受任者）所属(役職名) 

                   復代理人氏名         印 

 

 

 

 当社             を復代理人と定め下記権限を委任します。 

 

 

記 

 

 

（委任事項） 

 

   平成３０年度 原子力艦環境放射能調査設備（佐世保港立神（１号）局）

更新業務 
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（参 考） 

 

予算決算及び会計令（抜粋） 

 

 

（一般競争に参加させることができない者）  

第七十条  契約担当官等は、売買、貸借、請負その他の契約につき会計法第二十九条

の三第一項 の競争（以下「一般競争」という。）に付するときは、特別の理由があ

る場合を除くほか、次の各号のいずれかに該当する者を参加させることができな

い。  

一  当該契約を締結する能力を有しない者  

二  破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者  

三  暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 （平成三年法律第七十七

号）第三十二条第一項 各号に掲げる者  

 

（一般競争に参加させないことができる者）  

第七十一条  契約担当官等は、一般競争に参加しようとする者が次の各号のいずれか

に該当すると認められるときは、その者について三年以内の期間を定めて一般競争

に参加させないことができる。その者を代理人、支配人その他の使用人として使用

する者についても、また同様とする。  

一  契約の履行に当たり故意に工事、製造その他の役務を粗雑に行い、又は物件の

品質若しくは数量に関して不正の行為をしたとき。  

二  公正な競争の執行を妨げたとき又は公正な価格を害し若しくは不正の利益を得

るために連合したとき。  

三  落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げたとき。  

四  監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げたとき。  

五  正当な理由がなくて契約を履行しなかつたとき。  

六  契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、当該代価の請求を

故意に虚偽の事実に基づき過大な額で行つたとき。  

七  この項（この号を除く。）の規定により一般競争に参加できないこととされて

いる者を契約の締結又は契約の履行に当たり、代理人、支配人その他の使用人

として使用したとき。  

２  契約担当官等は、前項の規定に該当する者を入札代理人として使用する者を一般

競争に参加させないことができる。 
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平成３０年度 原子力艦環境放射能調査設備 

（佐世保港立神（１号）局）更新業務 

仕様書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成３０年１２月 

 

原子力規制委員会原子力規制庁 

長官官房放射線防護グループ 

監視情報課放射線環境対策室 
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Ⅰ.工事名称 

平成３０年度 原子力艦環境放射能調査設備（佐世保港立神（１号）局)更新業務 

 

Ⅱ.工事の目的  

佐世保港立神局に設置している原子力艦環境放射能調査設備の老朽化に伴い、気候変動・震災対

策等を考慮し新たな原子力艦環境放射能調査設備（局舎）の更新工事を行うものである。 

         

Ⅲ．用語の定義 

 規制庁：原子力規制庁本庁（東京都港区六本木一丁目９番９号）において、本業務の契約、監理業

務等を実施する。 

 監督員：原子力規制庁佐世保原子力艦モニタリングセンター所長及び原子力規制庁が指名を行う

者がこの任にあたり、現地における監理監督業務を実施する。 

 検査員：本業務において建築にかかわる専門的立場から、検査業務を実施するとともに、規制庁、

監督員に対して助言を行う。検査員は、原子力規制庁が指名を行う。 

 

Ⅳ．一般事項 

１．適用範囲 

（１）この工事共通仕様書（以下「仕様書」という。）は、規制庁が発注する原子力艦環境放射

能調査設備のうち局舎の更新工事及び関連する各種建設工事に適用する。 

（２）この仕様書に定めのない事項は、国土交通省港湾局編集：公益財団法人日本港湾協会発行

の「港湾工事共通仕様書（平成２９年版）」、「土木工事安全施工技術指針」（平成２９年３

月国土交通省大臣官房技術調査課）、「公共建築工事標準仕様書（建築工事編）（平成 28年

版）」（国営整第３０１ 号）、「建築物解体工事共通仕様書（平成 24 年版）」（平成２４年５

月２１日 国営整第２９号）、「建築工事安全施工技術指針」（平成７年５月２５日建設省営

監発第１３号）、「建設副産物適正処理推進要綱」（平成１４年５月３０日）、「建設工事公

衆災害防止対策要綱（建築工事編）」（平成５年１月１２日 建設省経建発第１号）、「平成

３０年度原子力艦環境放射能調査設備（佐世保港立神（１号）局)更新業務特記仕様書）

及び「平成３０年度原子力艦環境放射能調査設備（佐世保港立神（１号）局）更新整備に

係る設計業務の実施設計図・特記仕様書」による。 

（３）仕様書の優先順位については特記仕様書を優先し、特記仕様書に定めのないものはこの仕

様書の定めによる。 

  （４）この仕様書の定めと特記仕様書（現場説明書及び現場説明に対する質疑回答書を含む。）      

及び実施設計図面による定めが異なる場合、また工事現場環境で各定めに該当しない事項

が生じた時は、監督員と協議し指示に従う。  

２．法令順守 

工事の施工に当たり請負者は次に掲げる主な法律及びその他関係法令、条例、規則等を遵守す

ること。 

「労働基準法」（昭和２２年４月７日法律第４９号）、「労働安全衛生法」（昭和４７年法律第

５７号）、「作業環境測定法」（昭和５０年５月１日法律第２８号）、「建設労働者の雇用の改

善等に関する法律」（昭和５１年５月２７日法律第３３号）、「環境基本法」（平成５年１１月
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１９日法律第９１号）、「建設業法」（昭和２４年５月２４日法律第１００号）、「建築基準法」

（昭和２５年５月２４日法律第２０１号）、「道路法」（昭和２７年６月１０日法律第１８０

号）、「道路交通法」（昭和３５年６月２５日法律第１０５号）、「道路運送車両法」（昭和２６

年６月１日法律第１８５号）、「電気事業法」（昭和３９年７月１１日法律第１７０号）、「職

業安定法」（昭和２２年１１月３０日法律第１４１号）、「労働災害補償保険法」（昭和２２年

４月７日 法律第５０号）、「公害対策基本法」（昭和４２年８月３日法律第１３２号）、「騒音

規制法」（昭和４３年６月１０日法律第９８号）、「振動規制法」（昭和５１年６月１０日法律

第６４号）、「港湾法」（昭和３９年法律第１６７号）、「消防法」（昭和２３年７月２４日法律

第１８６号）、「文化財保護法」（昭和２５年５月３０日法律第２１４号）、「中小企業退職金

共済法」（昭和３４年法律第１６０号）、「水質汚濁防止法」（昭和４５年１２月２５日法律第

１３８号）、「雇用保険法」（昭和４９年法律第１１６号）、「廃棄物の処理及び清掃に関する

法律」（昭和４５年１２月２５日法律第１３７号）、「資源の有効な利用に関する法律」（平成

３年４月２６日法律第４８号）、「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（平成１

２年５月３１日法律第１０４号）、「火薬類取締法」（昭和２５年５月４日法律第１４９号）、

「水道法」（昭和３２年６月１５日法律第１７７号）、公害の防止に関する長崎県条例、その

他必要法令及び長崎県、佐世保市の必要条例 

これらの諸法規の運用、適用は請負者の責任において行うこと。 

３．書類の提出 

（１）請負者は指定の日までに規制庁の定める項目及び様式による書類を提出すること。 

（２）請負者は提出した書類の記載内容に変更が生じた場合は、ただちにその事由を付して変更

届を規制庁に提出すること。 

 ４．保険等への加入 

   請負者は、契約書第６条の２及び第４５条に定める保険に加え、別途建設業退職金共済制度

（以下「建退共」という。）に加入すること。 

（１）請負者は、建退共に加入するとともに、その対象となる労働者について証紙を購入し、

当該労働者の手帳に証紙を貼付すること。 

（２）請負者は、当初工事請負代金額が５００万円以上の場合は、建退共の発注者用掛金収納

所を貼った「建設業退職金共済証紙購入状況報告書」（第１号様式（建退共））、「建設業

退職金共済関係提出書」（第２号様式（建退共））、「建設業退職金共済証紙貼付実績報告

書」（第３号様式（建退共））を工事完成時に監督員に提出すること。ただし、建退共に

代わる退職金共済等に加入している場合や対象労働者がいない場合については、内容を

記載した「確認書」（第４号様式（建退共））を工事請負契約締結後１か月以内に規制庁

が証紙購入状況を把握する必要があると認めるときは、関係資料を提出しなければなら

ない。 

（３）下請契約を締結する際は、当該下請負者に対して建退共の趣旨を説明し、掛金相当額を

請負代金中に算入するか、又は証紙の現物交付をすることにより、当該下請負者の建退

共加入並びに証紙の購入及び貼付の促進に努めること。 

（４）下請負者の規模が小さく、管理事務の処理面で万全でない場合、請負者は建退共加入手

続及び建退共関係事務の処理について、下請負者からの依頼には積極的に受託するよう

努めること。 
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（５）請負者は、工事現場に建退共適用事業主の工事現場であることを明示する標識を掲示す

ること。 

（６）正当な理由なく建退共に加入せず、又は証紙の購入若しくは貼付が不十分な場合は、請

負者は工事成績評定において考慮されることとなる。 

５．施工体制台帳 

（１）請負者は、工事を施工するために締結した下請負契約の請負代金（当初下請負契約が２件

以上あるときは、それらの請負代金額の合計）が３千万円以上（建築一式工事の場合は、    

４千５百万円以上）になるときは施工体制台帳を作成し工事現場に備えるとともに、監督

員に提出しなければならない。 

（２）請負者は、各下請負人の施工の分担を表示した施工体系図を作成し、工事現場の見やすい

場所に掲げなければならない。また、施工体系図を監督員に提出しなければならない。 

６．有資格者 

（１）請負者は法令で定める免許取得者、技能講習修了者（以下「有資格者」という。）が必要

な業務については、有資格者を従事させること。 

（２）請負者は前項に定める有資格者が当該業務に従事する場合は、これに係る免許証及びその

他資格を証する書面を監督員に提出すること。 

（３）監督員が免許証その他の資格を証する書面の提示を求めた場合は速やかに提示すること。 

 ７．官公署等への諸手続き 

請負者は、工事の施工に必要な関係諸官公署及び他企業への諸手続きに当たっては、あらかじ

め規制庁、監督員と打合せのうえ、迅速、確実に行い、その経過については、速やかに監督員に

報告すること。  

８．費用の負担  

材料及び工事の検査並びに工事施工に伴う測量、調査、試験、試掘、諸手続きに必要な費用は

請負者の負担とする。  

９．賠償の義務  

（１）請負者は工事のため規制庁又は第三者に損害を与えた場合は、賠償の責を負うものとする。 

（２）請負者の利用する労働者の行為又はこれに対する第三者からの求償については、規制庁は

一切その責は負わない。 

（３）請負者は、材料、機器等の運搬のため、道路、護岸、その他を損傷した場合は、公道、私

道を問わず請負者の負担において、速やかに復旧すること。復旧に当たっては必要に応じ

て管理者等と事前に打合せを行うこと。 

（４）第１項及び第２項に規定する処理は、原則として請負者が行うものとする。 

１０．工事・製作着手前の承認 

請負者は、工事及び製作着手前に、施工図・製作図を作成のうえ監督員及び検査員の確認の上

規制庁の承認を受ける。 

１１．工事の検査 

（１）請負者は、次のいずれかに該当する場合は速やかに規制庁に通知し、検査員の検査（調査

を含む。）を受けること。 

① 着工時、地縄張り・遣り方工事の立会・確認するとき。 

② 工事の施工中でなければ、その調査が不可能なとき、又は著しく困難なとき。（中間状
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況調査・検査） 

③ 工事の完成前に引渡しを指定した部分があるとき。（指定引渡し検査） 

④ 部分払いを必要とするとき。（支払い等については契約書参照のこと） 

⑤ 工事が完成したとき。（完成検査） 

⑥ 瑕疵担保期間中に修復したとき。（担保検査） 

⑦ 工事を打ち切ったとき。（打ち切り検査） 

⑧ 完成及び中間検査で不合格の評定を受けた工事の手直し工事が完了したとき。（再検

査） 

⑨ その他必要があるとき。 

（２）規制庁は請負者に検査日時を通知する。 

（３）請負者は、検査員の行う検査に立ち会い、また協力すること。この場合、請負者が立ち会

わないときは、請負者は検査の結果について異議を申し立てることはできない。 

（４）請負者は、必要に応じて検査員が行う抜き打ち状況調査を行うことを承知すること。 

（５）請負者は、必要に応じて検査員が破壊検査を行うことを承知すること。 

（６）請負者は、必要に応じて通知のうえで検査員による検査を行うことを承知すること。 

（７）中間状況調査を受けた既成部分についても、完成検査のときに手直しを命ずることがある

こと。 

（８）完成検査に合格しない場合は、手直し等指摘調書を基に監督員の指示に従い、工事の全部    

又は一部につき直ちに手直しし、改造又は再施工し、再検査を受けること。 

（９）検査のため変質、変形、消耗又は損傷したことによる損失は、全て請負者の負担とする。 

 

Ⅴ．安全管理 

１．一般事項 

（１）請負者は、常に工事の安全に留意して現場管理を行い、被害の防止に努めること。 

（２）請負者は、工事着手後、作業員全員参加により、月あたり半日以上の時間を割り当て、下

記の各号から実施する内容を選択し、定期的に安全に関する研修・訓練等を実施しなけれ

ばならない。なお、施工計画書に当該工事の内容に応じた安全に係る訓練等の具体的な計

画を作成し、監督員に提出するとともに実施状況を工事日報及び工事写真として報告する

こと。 

① 安全活動のビデオ等視覚資料による安全教育 

② 当該工事内容等の周知徹底 

③ 当該工事現場における災害対策訓練 

④ 当該工事現場で予想される事故対策 

⑤ その他、安全に係る訓練等として必要な事項 

（３）請負者は、工事現場内の危険防止のため保安責任者を定め、次の事項を守るとともに、平

素から防災設備を施すなど常に万全の措置がとれるように準備しておくこと。 

① 工事施工に当たり工事従事者の安全を図るため、常に細心の注意を払い「労働安全衛

生規則」「酸素欠乏症等防止規則」等に定めるところにより、かつ「建築工事安全施工

技術指針（最新版 国土交通省大臣官房官庁営繕部整備課）」、「土木工事安全施工技術

指針（平成５年３月建設省大臣官房技術調査室）」を参考とし、常に安全管理に必要な
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措置を講じ労働災害発生の防止に努めること。 

② 工事現場における安全な作業を確保するため、適切な照明、防護柵、板囲い、足場、

表示板等を施すこと。 

③ 万一の事故の発生に備え、緊急時における人員招集、資材の調達、関係連絡先との連

絡方法を確認するとともに図表等に表し、見やすい場所に掲示しておくこと。特に、

ガス工事関連工事については、緊急措置体制をとっておくこと。 

④ 気象予報等により天候の状況について十分注意し、常に万全の措置を講じられるよう

準備しておくこと。 

⑤ 事故発生時に備え、人員の招集方法並びに作業場所周辺の関係者及び関係機関への連

絡方法等を十分確認しておくこと。 

⑥ 暴風雨その他、非常の際は、必要な人員を待機させ、臨機応変の措置とれるようにし

ておくこと。また、既成物、材料等が出水等により散逸しない措置も講じること。 

⑦ 火災予防のため火元責任者を定め、常に火気に対する巡視をするとともに、適当な位

置に消火器を配置し、その付近は整理しておくこと。 

（４）危険物を使用する場合は、その保管及び取扱いについて関係法令に従い、万全の方策を講

じること。 

（５）工事のため火気を使用する場合は、十分な防火設備を講じるとともに、必要に応じ所轄の

消防署に届出又は許可申請の手続きをとること。 

（６）請負者は、工事の施工に当たり必要な安全管理者、各作業主任者、保安要員、交通整理員

等を配置して、安全管理と事故防止に努めること。 

（７）現場代理人及び前項の要員等は、容易に識別できるよう腕章等を常時着用すること。 

（８）大量の土砂、工事用資材及び機械などの運搬を伴う工事については、「土砂等を運搬する 

大型自動車による交通事故防止等に関する特別措置法（昭和４２年法律第１３１号）」、

「車両制限令（昭和３６年政令第２６条）」を遵守し、関係機関と協議して、通行道路、

通行期間、交通誘導員の配置、標識、安全施設等の施設場所、その他安全対策上の必要事

項について十分配慮した上で搬送計画をたて、実施すること。 

（９）道路標識、交通保安設備等の不備により事故を生じた場合は、請負者の責任において処理

すること。 

２．交通安全対策 

（１）請負者は、工事の施工に当たり、道路管理者及び警察署長の交通制限に係る指示に従うと

ともに、沿道住民の意向を配慮し、所要の道路標識、表示板、保安棚、注意灯、覆工等の

設備をなし、交通の安全を確保すること。 

（２）保安設備は、車両及び一般通行者の妨げとならないよう配慮するとともに、常時適正な保

守管理を行うこと。 

（３）工事現場は、作業としての使用区域を保安棚等により明確に区分し、一般公衆が立ち入ら

ないように措置するとともに、その区域以外の場所に許可なく機械等を仮置きしないこ

と。 

（４）作業場内は、常に整理整頓しておくとともに、当該部分の工事の進捗に合わせ、直ちに仮

復旧を行い、遅滞なく一般交通に開放すること。 

（５）作業区間内の消火栓、公衆電話、ガス、水道、電話等のマンホール並びにボックスはこれ
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を常時使用できるよう確保しておくこと。 

（６）作業場内の開口部は、作業中でもその場に工事従事者（保安要員）がいない場合は、埋め

戻すか仮覆工をかけ又は保安ネット等で覆っておくこと。 

（７）道路に覆工を設ける場合は、車両荷重等に十分耐える強度を有するものとし、道路面との

段差をなくすようにすること。 

（８）道路を一般道路に開放しながら工事を施工する場合は、交通整理員を配置して、車両の誘

導及び事故防止にあたらせること。 

３．歩行者通路の確保 

（１）歩道（歩道のない道路では、通常歩行者が通る道路の端の部分も含む。）で工事をする場

合は、歩行通路を確保し、常に歩行者の通路として開放すること。 

（２）横断歩道部分で工事をする場合は、直近の場所に歩行者が安全に横断できる部分を設け、

かつ交通整理員を配置して歩行者の安全に務めること。 

（３）歩道及び横断歩道の全部を使用して工事をする場合は、他に歩行者が安全に歩行できる部

分を確保し、必要な安全設備を施したうえ交通整理員を配置して、歩行者の安全に努める

こと。 

（４）歩行者の道路となる部分又は家屋に接して工事をする場合は、その境界にパネル等を設置

し又は適当な仮設道路、若しくは仮橋を設置して通行の安全を図ること。 

（５）歩行通路となる部分の上空で作業を行う場合は、あらかじめ安全な落下物防護の設備を施

すこと。 

（６）工事現場周辺の歩行者通路は、夜間、白色電球をもって照明しておくこと。 

（７）歩行者通路は、原則として車道に切廻されないこと。ただし切廻すことが許可された場合

は、歩行者通路と車両通行路とは堅固な柵で分離すること。 

（８）工事のため歩行者通路を切廻した場合は、その通路の前後、交差点及び曲がり角では、歩

行者通路及び矢印を標示した標示板を設置すること。 

（９）片側通路を全部使用して施工する場合は、作業帯の前後の横断歩道個所に迂回案内板等を

掲示するなどして、歩行者を反対側歩道に安全に誘導すること。 

４．事故防止 

（１）請負者は、工事の施工に際し、建設工事公衆災害防止対策要綱（平成５年１月１２日建設

省経建発第１号）、建築工事安全施工技術指針（平成７年５月２５日建設省 営監発第１３ 

号）、土木工事安全施工技術指針（平成５年３月３１日 建設省技調発第７９号）等に基づ

き、公衆の生命身体及び財産に関する危害、迷惑を防止するために必要な措置をとること。 

（２）工事は、各工種に適した工法に従って施工し、設備の不備、不完全な施工等によって事故

を起こすことがないよう十分注意すること。 

（３）所要の箇所には、専任の保安責任者、地下埋設物保安責任者を常駐させ、常時点検整備（必

要な補強）に努め、必要に応じ監督員に報告し、その指示を受けること。 

（４）工事現場においては、常に危険に対する認識を新たにして、作業の手違い、従事者の不注

意のないよう十分徹底しておくこと。 

（５）工事用機械器具の取扱いには、熟練者を配置し、常に機能の点検整備を完全に行い、運転

に当たっては操作を誤らないようにすること。 

（６）埋設物に接近して掘削する場合は、周囲の地盤の緩み、沈下等に十分注意して施工し、必
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要に応じて当該埋設物管理者と協議のうえ、防護措置を講じること。また、掘削部分に他

の埋設物が露出する場合には、防護協定等を遵守して措置し、当該管理者と協議のうえ、

適切な標示を行い、工事従事者にその取扱い及び緊急時の処置方法、連絡方法を熟知させ

ておくこと。 

（７）工事中は、地下埋設物の試掘調査を十分に行うとともに、当該埋設物管理者に立合いを求

めてその位置を確認し、埋設物に損傷を与えないよう注意すること。 

（８）工事中、火気に弱い埋設物又は可燃性物質の輸送管等の埋設物に接近して溶接機、切断機

等火気を伴う機械器具を使用しないこと。ただし、やむを得ない場合は、その埋設物管理

者と協議し、保安上必要な措置を講じてから使用すること。 

（９）工事用電力設備については、関係法規等に基づき次の措置を講じること。 

① 電力設備には、感電防止用漏電遮断器を設置し、感電事故防止に努めること。 

② 高圧配線、変電設備には、危険標示を行い、接触の危険のあるものについては必ず柵、

囲い、覆い等、感電防止措置を行うこと。 

③ 仮設電気工事は、電気事業法（昭和３９年７月１１日法律第１７０号）、電気設備に関

する技術基準（平成９年３月２７日通商産業省令第５２号）に基づき電気技術者に行

わせること。 

④ 水中ポンプその他の電気関係機材は、常に点検、補修を行い正常な状態で作動させる

こと。 

（１０）工事中、その箇所が酸素欠乏若しくは有毒ガスが発生するおそれがあると判断したとき

又は監督員その他の関係機関から指示されたときは、「酸素欠乏症等防止規則（昭和４

７年９月３０日労働省令第４２号）等により換気設備、酸素濃度測定器、有毒ガス検知

器、救助用具等を設備し、酸素欠乏作業主任者をおき万全の対策を講じること。 

（１１）塗装工事において、室内で施工する場合は換気設備、作業場所の環境等によって作業の

安全を期すこと。 

（１２）薬液注入工事においては、注入箇所周辺の地下水、公共用水域、港湾水域等の水質汚染

又は土壌汚染が生じないように、関係法規を遵守して、周知のうえ調査と施工管理を行

うこと。 

５．事故報告 

（１）工事施工中万一事故が発生したときは、所要の措置を講じるとともに、事故発生の原因及

び経過、事故による被害の内容について直ちに監督員に報告すること。 

（２）事故発生時及び応急措置の状態は、必ず撮影しておくこと。 

（３）請負者は監督員が災害防止のうえから必要と認めて指示した事項については指示に従う

こと。 

６．現場の整理整頓 

（１）請負者は、工事施工中、交通及び保安上の障害とならないよう機械器具、不要土砂等を整

理整頓し、現場内及びその付近は、常に清潔に保つこと。 

（２）請負者は、工事完成までに、不要材料、機械類を整理するとともに、仮設物を撤去して、

跡地を清掃すること。 
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Ⅵ．工事用設備 

１．現場詰所及び材料置場等 

請負者は、現場詰所、材料置場、機械据付場所等の確保については、監督員と協議のうえ適切

な措置を講じること。 

２．工事用機械器具等 

（１）工事用機械器具等とは、当該工事に適応したものを使用すること。 

（２）監督員が不適当と認めたときは速やかにこれを取り替えること。 

３．工事現場標識等 

（１）工事現場には見やすい場所に、工事件名、工事個所、期間、事業所名、請負者の住所、氏

名等を記載した工事標示板、その他所定の標識を設置すること。 

（２）規制庁が、工事内容を地元住民や通行者に周知させ協力を求める必要があると認めた場合

は、請負者は規制庁の指定する公報板を設置すること。 

（３）工事現場内に建設業許可証・労災保険関係成立表を掲げること。 

４．工事用電力及び工事用給・排水 

工事用電力（電力及び照明）及び工事用給排水の施設は、関係法令に基づき設置し管理するこ

と。 

５．工事に必要な土地水面等 

（１）直接工事に必要な土地等を使用する場合は、規制庁、監督員に相談したうえでその指示を

受けること。 

（２）請負者は、工事施工区域外の土地その他を使用する場合はあらかじめ規制庁にその旨を伝

え、規制庁の承諾及び指示を得ること。また、測量等のため立ち入る場合も同様とし、必

要に応じ監督員の指示のもと行うこと。 

     

Ⅶ．工事施工 

１．一般事項 

（１）請負者は、工事施工に当たり、国、県又は市が定める道路占用工事施工に関する諸規則を

遵守するとともに掘削位置、工法、交通保安設備、道路復旧等について、関係官公庁等の

係員及び監督員と現地に立会いのうえ、当該工事の許可条件、指示事項等を確認すること。 

（２）請負者は、工事に先立ち、施工計画書（工事概要、実施工程、現場組織表、主要機械、主

要資材、施工方法、施工管理方法、緊急時体制、交通管理、仮設備計画、環境対策、写真

撮影計画、その他）を監督員に提出し、規制庁の承諾を得なければならない。なお、施工

計画書作成に当たっては規制庁、監督員及び検査員と十分打合せを行うこと。ただし、規

制庁及び監督員の指示、又は別に定めがある場合については、これを省略することができ

る。 

（３）施工は規制庁の承諾を受けた施工計画書に基づき行い、適切な施工監理及び工程管理を行

わなければならない。 

（４）請負者は、実施工程表及び施工計画書に変更が生じた場合は、その都度、変更計画書を提

出し規制庁の承諾を得なければならない。 

（５）請負者は、工事の出来形、品質等がこの仕様書、施工技術書及び別に定める規格値を満足

するよう十分な施工管理を行いその記録を監督員に提出すること。なお、施工技術書に施
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工管理基準が定められていない工種については別に定める施工管理基準により施工管理

を行うこと。 

（６）請負者は、それぞれの施工段階の区切りごとに、その施工が設計図書に定められた条件に

適合することを確認し、監督員及び検査員に遅滞なく報告して確認を受けた後に、次の工

程に着手すること。 

（７）施工に伴う試験は設計図書等に定められたほかは、監督員の指示によるものとする。 

（８）請負者は、監督員が常に施工状況を確認できるよう日報による作業報告、及び必要な資料

の提出等適切な措置を講じること。 

２．事前調査 

（１）請負者は、工事に先立ち、施工区域全般にわたる地下埋設物の種類、汚染物質の有無、規

模、埋設位置をあらかじめ試掘その他により確認しておくこと。 

（２）請負者は、工事個所に近接する家屋等に被害が発生する恐れがあると思われる場合は、規

制庁と協議のうえ、当該家屋等の調査を行うこと。 

（３）その他工事に必要な環境（道路状況、交通量、騒音、水利等）についても十分調査してお

くこと。 

（４）請負者は、工事に必要な調査をし、知り得た個人情報についてはいかなる場合においても、

「原子力規制委員会保有個人情報等管理規程」（平成２４年９月１９日原規総発第１２０

９１９０８９号）に準拠し、他に漏らしてはならない。また、同管理規程に定める必要な

措置を行うこと。なお、請負者は、当該調査を下請負者等に委託した場合の取扱いも同様

である。 

３．障害物件の取扱い 

（１）工事施工中、他の所管に属する地上施設物及び地下埋設物、その他工作物の移設又は防護

を必要とするときは、速やかに監督員に申し出て、その管理者に立会を求め、移設又は防

護の終了を待って、工事を進行させること。 

（２）請負者は、工事施工中損傷を与える恐れのある施設に対しては、仮防護その他適当な措置

を施し工事完了後原型に復旧すること。 

（３）請負者は、地上施設物又は地下埋設物の管理者から直接指示があった場合は、その指示に

従いその内容について速やかに監督員に報告し、必要があると認められる場合は監督員と

協議すること。 

４．作業場所周辺の関係者への説明 

請負者は、工事の着手に先立ち、作業場所周辺の関係者等に対し、監督員と協議のうえ工事内

容について十分な協力が得られるよう努めるとともに、必要に応じて広報資料の配布、工事説明

会の開催、主要箇所に公報板を設置する等により、周知の徹底を図ること。 

５．公害防止 

（１）請負者は、工事の施工に際し、騒音規制法、振動規制法及び公害防止条例等を遵守し、作

業場所周辺の関係者から、騒音、振動、塵埃等による苦情が起こらないよう有効、適切な

措置を講じること。又、建造物、道路等に障害を及ばさないよう十分注意すること。 

（２）請負者は、工事の施工に際し、次の建設機械は排出ガス対策型を使用すること。 

（バックホウ、トラクタショベル、ブルドーザ、発動発電機（可搬型）、空気圧縮機（可

搬式）、油圧ユニット、ローラ、ホイールクレーンほか対象になる機械） 
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６．道路の保守 

残土運搬その他によって、道路を損傷した場合は、掘削以外の道路であっても、請負者の負担

で適切な補修をすること。なお、関係官公署の検査を受けて引渡しが完了するまで及びその補修

期間内は請負者が保守の責任を負うこと。 

７．警戒宣言に伴う措置 

「大規模地震対策特別措置法」（昭和５３年法律第７３号）に基づき、警戒宣言が発令された

ときは、直ちに、工事を中止し、「緊急時対策計画書」に基づき、状況に応じた措置を講ずる。 

８．無石綿化への対応と健康障害の防止 

請負者は、石綿による健康障害を防止するため、工事の施工にあたっては次のとおり対応する

こと。 

（１）使用する建材は、石綿を原材料としないものを用いて施工すること。また、下請負者を使

用する場合は、同様に内容を周知し、徹底を図ること。ただし、石綿の代替品が困難な建

材（ジョイントシート、耐熱材、電気絶縁板等）については、取扱いに十分注意して使用

すること。なお、工事期間中、代替品が開発された場合における代替品の使用にあたって

は規制庁と協議すること。 

（２）石綿の除去等の作業については「石綿障害予防規則」（平成１７年厚生労働省令第２１号）

等の関連法令を遵守し、石綿作業主任者の下、特別教育を就業したものが作業すること。 

９．建設工事に係る資材の再資源化 

「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（平成１２年５月３１日法律第１０４号）

に基づき特定建設資材を廃棄する建設工事は建設工事の規模により契約前に説明書にて説明し、

再資源化等が完了したときは、書面をもって規制庁に報告する。 

１０．再資源の利用促進  

建設副産物を再資源として活用を図るために、「資源の有効な利用の促進に関する法律」（平成

３年４月２６日法律第４８号）」第10条及び第18条に定める規模以上の工事を施工する場合は、

工事着手に先立ち、再生資源利用計画書及び再生資源利用促進計画書を「工事施工計画書」を含

めて監督員に提出するとともに、指定の関係機関に送付する。また、これらの計画書の実施状況

は、工事完成後速やかに、再生資源利用実施書及び再生資源利用促進実施書を監督員に提出する

とともに、指定の関係機関に送付する。   

１１．就業時間  

就業時間については、あらかじめ監督員と協議すること。（特記仕様書参照） 

１２．工事施工についての折衝報告  

工事施工に関して、関係官公署等と交渉するとき、又は交渉を受けたときは、適切な措置を講

じるとともに、速やかにその旨を監督員に報告すること。 

１３．他工事との協調  

（１）請負者は、工事現場付近で他の発注による工事が施工されている場合、又はその工事と共

同工事又若しくは出合工事となる場合は、互いに協調し円滑な施工をすること。 

（２）請負者は、２件以上の工事が共同工事、又は出合工事となる場合は相互連絡を密にし、円

滑な施工を図ること。 

１４．埋設物  

請負者は、工事施工中、考古資料などの埋設文化財その他の埋設物を発見したときは、速やか
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に監督員に相談するとともに規制庁に報告すること。  

１５．地中へ埋設する工事等  

請負者は、地中へ埋設する工事その他の完成後外面から明視することのできない工事を施工

するときは、監督員又は検査員の立会い・検査箇所について指示を受けること。 

１６．残土及び廃棄物の処理 

（１）請負者は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（昭和４５年１２月２５日法律第１３７

号）に則り、工事施工により生じた残土及び廃棄物（以下「残土等」という。）を処理す

るに当たり、環境省による「建設工事等から生ずる廃棄物の適正処理について」（平成１

３年６月１日環廃産２７６号）及び国土交通省による「建設副産物適正処理推進要綱」（平

成１４年５月３０日国官総第１２２号）、「建設リサイクルの基本方針」（平成１３年１月

１７日公示）、長崎県における「長崎県建設リサイクルガイドライン」、佐世保市における

「佐世保市環境保全条例」（昭和 49年３月 30日条例第 10 号）等の関係法令・条例、規則

等諸法規の運用適用は請負者の責任において行うこととし、不法投棄等第三者に損害を与

えるような行為をしてはならない。 

（２）請負者は、工事施工計画書の提出に当たり、掘削土の内容及び残土等の処理計画書を併せ

て監督員に提出しなければならない。（米国海軍佐世保基地への対応は特記仕様書による。） 

（３）請負者は、廃棄物の処理を委託するに当たり、委託先が廃棄物処理業の許可を有している

か委託する内容が許可の範囲に含まれているか許可書により確認しなければならない。 

（４）請負者は、残土等を処分するに当たり、設計図書等で処分先を指定してあるものについて

は、次によらなければならない。 

① 処分を開始する前に処分先の規定により所定の手続きを行うこと。 

② 処分に当たっては、処分先の管理者に従うこと。 

③ 土砂搬入整理券により残土を処分した場合は、その半券（搬入証明）を常に整理保管

し、工事完成時に監督員に提出すること。 

１７. 工事測量 

（１）請負者は、工事契約後速やかに必要な測量を実施し、仮ベンチマーク（以下「B.M.」とい

う。）の基準点の設置を監督員及び検査員と行うこと。 

（２）請負者は、測量の結果、設計図書と現地に差異が生じた場合は、規制庁と協議すること。 

（３）測量標識は、位置及び高さの変動がないように適切な保護をすること。 

（４）用地幅杭、仮 B.M.及び重要な工事用測量票は、原則として移設してはならない。ただし、

これを存知することが困難な時は、監督員及び検査員の立会いのもとに引照杭を設置し、

写真撮影を行い移設することができる。 

（５）工事に必要な丁張その他の工事施工の基準となる仮設標識は、請負者が設置し、監督員か

ら検査を指示されたものの検査を受けること。 

（６）請負者は、仮設標識をき損又は亡失した場合は、新たに設置し、監督員及び検査員の検査

を受けること。 

（７）測量に使用する巻尺は、原則として鋼巻尺とし、その他の使用については、規制庁の承諾

を得ること。 

（８）請負者は、測量のため私有地等に立ち入る場合は、あらかじめ地主又は関係者の承諾を得

ること。 
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 １８．立会検査 

請負者は、監督員または検査員立会のもと下記検査を行う。詳細は特記仕様書による。 

   ① 杭工事 

② 主要構造部の配筋 

     ③ 打設コンクリート。 

   ④ ほか、監督員の指示、共通仕様書、実施設計図の特記仕様書による、構造検査。 

１９．工事記録写真 

（１）請負者は、工事の施工に当たって、次の事項を記録するため、写真を撮影し、工程順に編

集し、竣工時に提出すること。工事竣工前においても監督員が随時点検できるよう整理、

編集し、必要とするときは、写真の一部を提出すること。 

① 工事場所の工事着手前及び竣工時の状態。 

② 工事場所周辺の構造物で、工事実施の影響を受けて沈下、亀裂等が起こるおそれのあ

るものの状態。 

③ 工事の支障になるため移設し、支障がなくなったときに復元するものの移設前及び復

元後の状態。 

④ 工事完了後では検査及び確認が不可能又は困難であるもの並びに竣工時に隠ぺいされ

るものの工程終了時の状態。 

⑤ 事故又は災害が発生したときの状態。 

⑥ その他監督員が指示したもの。 

（２）写真撮影は、次の要領で行うものとし、詳細は監督員の指示を受けること。 

① 黒板に、工事名、工事場所、施工年月日及び請負者の氏名を記載し、又、前項第４号

の状態を撮影する場合は形状及び寸法（略図挿入）を加えて記載し、画面に入れ撮影

すること。 

② 同一箇所で日時を異にして撮影する場合は、同一場所から既存の自然物の目標を入れ

て撮影するよう努めること。 

③ 形状及び寸法を明示する必要がある場合は、箱尺等で明確に示すこと。 

④ 工事写真は、成果品編「工事記録写真撮影要領」及び施工技術書により撮影し、構造

物築造については、国土交通省・土木工事必携及び建設工事監理指針によることがで

きるものとする。 

⑤ 基地内における写真撮影に関する注意事項は、特記仕様書による。 

（３）小規模工事で、監督員が記録写真を不要と認めた場合は、撮影を省略できる。 

（４）写真はカラー写真とし、大きさはＬ版とする。ただし、工事の種類、規模等によってＬ版

により難しいとき、又はＬ版によることが適当でないときは、これよりもサイズの大きい

ものとする。 

（５）写真はフリー台紙（規制庁が指示するサイズ）に整理し、個々の写真説明を適切に記述し

なければならない。 

２０．工事関係書類の提出 

（１）請負者は、工事竣工図を作成し、工事完成図書に添えて提出すること。 

（２）請負者は、工事完成図書を国土交通省による、営繕 公共建築物の営繕と保全に則り、完

成図書の内容・提出時期について、監督員の指示の下提出すること。 
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２１．工事関係書類の整理 

請負者は、随時監督員の点検を受けられるよう、工事に関する書類を整備しておくこと。 

２２．その他 

この仕様書に記載のない、安全・品質に係る材料及び技術的な仕様については、特記仕様書及

び実施設計図・特記仕様書による。 
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平成３０年度 原子力艦環境放射能調査設備（佐世保港立神（１号）局）更新業務 

－ 特記仕様書 － 

 

Ⅰ．工事概要 

１．工事名称 

平成３０年度 原子力艦環境放射能調査設備（佐世保港立神（１号）局）更新業務 

２．工事場所 

   米国海軍佐世保基地内立神（１号）局設置場所周辺 

３．工 期 

   契約締結の日 ～ 平成３１年７月１０日 

４．工事種目・規模・構造  

（１）解体撤去工事：既存立神（１号）局舎： 7.29 平方メートル 

１階建 鉄筋コンクリート造 

  （２）更新工事  ：放射線測定局舎： 7.29 平方メートル 

１階建 鉄筋コンクリート造 

  （３）修繕工事  ：新局舎－海洋構造物間破損配管の修繕 

 

 

Ⅱ．適用範囲 

（１）この工事特記仕様書は、（以下「特記仕様書」という。）は、規制庁が発注する佐世保港立

神（１号）局の原子力艦放射能調査設備更新工事及び関連する各種建設工事に適用する。 

（２）この特記仕様書に定めのない事項は、平成３０年度 原子力艦環境放射能調査設備（佐世

保港立神（１号）局）更新業務 共通仕様書及び平成３０年度原子力艦環境放射能調査設

備（佐世保港立神（１号）局）更新整備に係る設計業務に係る設計業務の実施設計図・特

記仕様書による。 

 

Ⅲ．書類の提出 

１．監督員への提出書類 

（１）米国海軍佐世保基地内入場手続に係る書類等の提出 

請負者は、必要に応じて監督員の指示に従い、米国海軍佐世保基地入場手続に係る以下の

いずれかの書類を提出すること。 

    ① パスポートのコピー 

    ② 運転免許証及び住民票 それぞれのコピー 

    ③ マイナンバーカード（表面）のコピー 

    ④ 住民基本台帳カード（表裏）のコピー 

    ⑤ その他、監督員から指示された書類 

（２）日報の提出  

請負者は、工事を行った日の工事終了後日報を監督員に送付する。送付方法は電子メール

添付又はＦＡＸとし、工事終了直後に送付することとする。送付できない場合はその旨を監

督員に報告の上、翌日（翌日が土・日曜日及び祝日の場合は、翌週初めの営業日）の午前中

までに送付すること。 
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（３）月報の提出  

請負者は、毎月の月末にその月の工事内容・進捗率（工程表に書込み）及び工事毎の写真

を添付して監督員に報告すること。（翌日が土・日曜日及び祝日の場合は、翌週初めの営業

日） 

 

２．米国海軍佐世保基地関係機関への提出資料 

請負者は、以下の工事及び作業が発生する場合は、着工前に監督員の指示に従い米国海軍佐世

保基地を含む関係機関に提出する必要書類を作成及び提出すること。 

   ① 敷地・建物測量調査 

   ② ボーリング調査 

   ③ 仮囲い・仮設建物設置工事 

   ④ 解体撤去による産廃・掘削土等の処分 

   ⑤ 掘削調査願・掘削・道路占有・道路占有掘削 

   ⑥ 火気取扱い工事 

   ⑦ 騒音・振動工事（臭気を含む） 

   ⑧ 電気・給排水設備使用に伴う手続 

     規制庁管理による電気の借用は別途規制庁と調整すること。 

   ⑨ このほか、請負者は着工打合せ時に、上記以外に必要な書類等について監督員に確認を行

うこと。 

   ３．完成図書の提出 

請負者は、工事の完了に伴い、竣工図の作成及び完成図書を規制庁に提出すること。完成

図書の内容及び提出方法、部数については共通仕様書及び規制庁の指示による。 

   

Ⅲ．安全・工程・品質管理 

１．着工打合せ 

規制庁と請負者は、着工前に工事着手に向けた打合せを行い、工事を推進する上での安全・工

程・品質管理を行ううえでの詳細の確認を行う。その際、請負者は、施工計画書・施工体制（下

請け業者含む）工程表を作成、提示し、説明を行い規制庁の確認及び協議を行うこと。 

２．定例会議の開催 

規制庁と請負者は、週に１回の定例会議を開き、安全管理上の課題・工事の進捗状況・その他

推進上の課題について、報告・確認・対策を図ること。 

（１）請負者は、会議に必要な週間工程（３週間工程）表、その他報告・確認に必要な書類を作

成・提示すること。 

（２）請負者は、会議の議事録を作成し次回の定例会議までに関係者に確認を終え提出すること。 

（３）このほか、着工時に定例会議の開催日・時間はじめルールを規制庁と協議し、工事の安全・

品質・工程管理を行うこと 

３．承 認 

請負者は製作図・施工図を着手する２週間前までに監督員に提出すること。規制庁は検査員：

１週間、監督員：１週間、計２週間の期限をもって確認し、請負者に対して指示又は承認を行う。 

４．立会検査 

    請負者は、監督員又は検査員立会のもと下記検査を行う。 
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（１）着工時検査 

計画通知による局舎・架台の配置、B.M の確認を行うこと。計画通知に記載されている内

容を変更する場合は、監督員の確認及び承認を得ること。 

（２）材料検査 

請負者は、構造材・仕上げ材・製品等のほか、監督員の指示、共通仕様書、実施設計図の

特記仕様書による、受入検査を行うこと。監督員・検査員が立会できない場合は、品名・品

質・数量等を証明する資料を請負者の責任において受取り、保管し、書面をもって監督員に

報告し、確認を受けなければならない。 

（３）構造検査 

請負者は、以下の主要構造部の施工時に監督員又は検査員の立会い検査を行うこと。なお、

監督員又は検査員の立合いができない場合は、施工計画・概要・施工前施工後の写真を添付

のほか、監督員又は検査員の指示のもと報告書として提出すること。各検査の結果、不合格

又は不適当な結果が出た場合は、監督員の指示及び協議のうえ対応すること。 

    ① 杭工事  

      ② 主要構造部の配筋 

杭頭、基礎、床、壁、屋根 その他監督員の指示による構造部。 

      ③ 打設コンクリート。 

      ④ 架台 鉄骨 

   -1)：原寸検査 

-2)：受入れ検査 

        ⑤ このほか、監督員の指示、共通仕様書、実施設計図の特記仕様書による、構造検査。 

（４）竣工（完了）検査 

請負者は、以下の竣工（完了）検査を監督員の指示により行う。また、請負者は検査の際必

要となる図面・書類・測定器具等の準備及び検査の記録ほか、監督員の指示により行う。各検

査の結果、是正及び再施工等の指示があった場合は、監督員の指示及び協議のうえ共通仕様書

に基づき対応すること。 

① 特定行政庁又は民間審査機関による完了検査。 

② 米国海軍佐世保基地担当者による竣工検査。（要求のあった場合） 

③ 監督員による事前検査及び規制庁による竣工検査。 

（５）アスファルト混合物事前審査制度による認定を受けたアスファルト混合所の混合物を使

用する場合について 

① 請負者は、アスファルト混合物事前審査制度による認定を受けた混合物を使用する場合

は、アスファルト混合物の製造者より認定書を受け取り、これを監督員に提出すること

により品質管理に関する基準試験等を省略できるものとする。 

② 請負者は、アスファルト混合物事前審査制度による認定を受けた混合物を使用する場合

は、長崎県建設工事共通仕様書の「アスファルト混合物事前審査制度における品質管理

基準」により施工できるものとする。 

③ 請負者は、施工時におけるコア採取による品質管理（抽出試験）は、省略できるものと

する。ただし、監督員が必要と認めた場合はこの限りではない。 

④ 請負者は、施工時におけるコア採取による品質管理（密度試験）は実施するものとする。

（コア数は３個を標準とする。）ただし、施工面積が３００平方メートル未満は省略でき

32



るものとする。 

５．米国海軍佐世保基地内における安全管理 

請負者は、基地内工事、基地内交通ルール等の安全管理については、監督員の指示による。

米国海軍佐世保基地内の安全管理に関する規定等にないものに関しては、共通仕様書による。 

６．米国海軍佐世保基地等からの指示・命令について   

（１）請負者は、米国海軍佐世保基地、九州防衛局等からの工事中止命令等が発令された場合は、

速やかに従うこと。 

（２）請負者は、工事中、米国海軍佐世保基地内から工事に対する苦情があった場合は一旦その

工事を中止し、速やかに規制庁、監督員に報告し、指示を仰ぐこと。 

 ７．賠 償 

請負者は、請け負った工事又は、それに関連する業務により米国海軍佐世保基地内の物損、隊

員や労働者等の基地への訪問者等に損害を与えた場合は、共通仕様書及び監督員の指示に従う。

その際、賠償が発生した場合は請負者の責において行う。 

８．事故報告 

請負者は、事故等を起こしたとき、監督員から指示がある米国海軍佐世保基地の体制表に従い

報告を行うこと。ただし、人命に係る救急通報については、着工打合せ時に規制庁及び監督員と

協議を行い、ルールの共有化を図ることとする。 

９．工事用設備 

請負者は、工事で使用する設備機器および建材の保管は、紛失しない措置を講じたうえで仮囲

いの中に保管すること。破損・紛失した場合は請負者の責において処理すること。 

仮囲いの外に保管する場合は、別途米国海軍佐世保基地側の許可を必要とするため、保管開始

の３か月以上前に監督員に申し出て指示を受けること。ただし、上記同様、破損・紛失が生じて

も請負者の責において処理することとする。 

１０．障害物 

請負者は、米国海軍が所有する障害物については、事前に監督員立ち合いのもと確認・協議

し、損害を与えないよう、措置を講じること。万が一損害を与えた場合は、速やかに監督員に

報告のうえ、米国海軍及び規制庁の指示のもと請負者の責において対応を図ることとする。 

１１．警戒宣言に伴う措置 

共通仕様書記載事項ほか、台風及び非常事態等の米国海軍、九州防衛局が発する警戒宣言等

については別途監督員の指示に従うこととする。 

１２．就業時間 

基本、就業時間は午前８時から午後５時までとする。作業日は基本的に日本の暦通りとする

が、必要に応じて監督員に相談すること。このほか、着工打合せ及び定例会議による工程打合

せ時に監督員に確認すること。 

１３．工事記録写真 

請負者は、仮囲い内で、工事記録として必要箇所の写真撮影だけを行うこととする。写真撮

影中、米国海軍から指摘を受けた場合は直ちに写真撮影を中止し速やかに監督員に報告する

こと。 

必要外の写真を撮影し米国海軍側から指摘及び工事に対する指導等を受けた場合、工事の

遅れ及び米国海軍側への対応については、請負者の責によるものとする。 
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Ⅳ．環境管理 

１．建設副産物実態調査について 

請負者は、建設副産物実態調査について、規制庁と協議を行うこととする。 

２．産業廃棄物及び掘削土処分について 

（１）請負者は、解体撤去により発生した産業廃棄物及び、掘削により発生した掘削土について

は、発生した内容・発生量等、監督員の指示のもと米国海軍に報告し、処理等について指

示を仰ぐものとする。 

（２）請負者は、掘削して発生した掘削土について、汚染物質の有無について検査を行いその内

容を監督員の指示のもと米国海軍に報告し、処理等について指示を仰ぐものとする。 

（３）請負者は、米国海軍佐世保基地の外に処分する産業廃棄物及び掘削土については、米国海

軍の指示のもと処分するものとする。 

（４）このほか、共通仕様書の「残土及び廃棄物の処理」に従うこと。 

  

 

 

 

 

３．グリーン購入 

「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」（平成１２年５月３１日 法律第１

００号）及び「長崎県環境物品等調達方針」、「佐世保市環境物品の調達の推進に関する調達方

針」による環境物品等の調達の推進を図る取組を行うこと。 

調達物品及びその管理については、監督員と協議のうえ推進を図ることとする。 

 

 

 

       

 

 

佐世保市環境部廃棄物指導課 

佐世保市稲荷町 1-8 

電話番号：0956 – 20 - 0660 

ファクス：0956 – 34 - 4477 

佐世保市環境部環境保全課 

佐世保市稲荷町 1-8 

電話番号：0956 - 26 - 1787 

ファクス：0956 – 34 - 4477 
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入札適合条件 

 

平成３０年度 原子力艦環境放射能調査設備（佐世保港立神（１号）局）更新業務の入札

を実施するにあたり、以下の条件を滴たすこと。 

 

１．環境省における平成２９･３０年度競争参加資格（建設工事等（建築工事）又は（土木

工事））において、「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」の等級に格付されている者であること。 

競争参加資格を有していない入札希望者は、環境省のＨＰから申請を行い、適合証明書

提出時までに取得したうえで提出すること。 

http://www.env.go.jp/kanbo/chotatsu/category_02.html 

 

２．担当者が、原子力規制庁の担当者と日本語による意思の疎通ができること。 

 

３．過去５年以内に官公庁等公共機関が発注した建築または土木に係る公共工事の業績を

有すること。  

  また、それに係わる契約書等写しを示すこと。 

 

４．入札説明会で示す概要を参考に、想定する工事工程表を提出すること。 

 

   

本件の入札に参加しようとするものは、上記の１．から４．までの条件を満たすことを

証明するために、様式１及び様式２の適合証明書等を原子力規制庁長官官房放射線防護グ

ループ監視情報課放射線環境対策室に提出し、原子力規制委員会原子力規制庁が行う適合

審査に合格する必要がある。 

 

 なお、適合証明書等（添付資料を含む。）は、正１部、及び副１部を提出すること。 

  また、適合証明書を作成するに際して質問等を行う必要がある場合には、平成３０年１２

月１８日（火）１２時までに電子メール又は文書（FAX も可）で、下記の宛先までに提出

すること。 

 

 （提出先） 

原子力規制委員会原子力規制庁長官官房放射線防護グループ監視情報課 

放射線環境対策室 

担当 大平 智章 

      電話  ０３―５１１４―２１２６ 

      FAX   ０３―５１１４―２１８５ 

      E-mail tomoaki_odaira@nsr.go.jp 
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（様式１） 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

支出負担行為担当官 

原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官 殿 

 

 

所 在 地 

 

商号又は名称 

 

代 表 者 氏 名 

 

 

「平成３０年度 原子力艦環境放射能調査設備（佐世保港立神（１号）局）更新業務」の

入札に関し、応札者の条件を満たしていることを証明するため、適合証明書を提出します。 

 なお、落札した場合は、仕様書に従い、万全を期して業務を行いますが、万一不測の事態

が生じた場合は、原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官の指示の下、全社を挙げて

直ちに対応します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

印 

印 
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（様式２） 

適合証明書 

 

件名：平成３０年度 原子力艦環境放射能調査設備（佐世保港立神（１号）局）更新

業務 

 

商号又は名称： 

条  件 回 答 

(○or×) 

資料 

No. 

 
１． 環境省における平成２９･３０年度競争参加資格（建設工事等（建

築工事）又は（土木工事））において、「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」の
等級に格付されている者であること。 

 
２．担当者が、原子力規制庁の担当者と日本語による意思の疎通がで

きること。 
 
３．過去５年以内に官公庁等公共機関が発注した建築または土木に係

る公共工事の業績を有すること。  
  また、それに係わる契約書等写しを示すこと。 

 

４．入札説明会で示す概要を参考に、想定する工事工程表を提出する

こと。 

 

 

 

等級： 

    

 

 

適合証明書に対する照会先 

所在地（郵便番号も記載のこと）：  

商号又は名称及び所属： 

担当者名  ： 

電話番号  ： 

FAX 番号   ： 

E-Mail   ： 
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記載上の注意 

 

 

１．適合証明書の様式で要求している事項については、指定された箇所に記載す

ること。なお、回答欄には、条件を全て満たす場合は「○」、満たさない場合

は「×」を記載すること。 

 

２．内容を確認できる書類等を要求している場合は必ず添付した上で提出する

こと。なお、応札者が必要であると判断する場合については他の資料を添付す

ることができる。 

 

３．適合証明書の説明として別添資料を用いる場合は、当該項目の「資料 No.」

欄に資料番号を記載すること。 

その場合、提出する別添資料の該当部分をマーカー、丸囲み等により分かり

やすくすること。 

 

４．資料は、日本語（日本語以外の資料については日本語訳を添付）、Ａ４判（縦

置き、横書き）で提出するものとし、様式はここに定めるもの以外については

任意とする。 

 

５．適合証明書は、下図のようにまとめ提出すること。 

 

 

①項目ごとにインデックス等を付ける。 

②紙ファイル、クリップ等により、順序

よくまとめ綴じる。 

 

 

 

 

 

 

 

2 
 1 

 
別

添

資

料 

 
適合証明書 
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印 

 

紙 

 

 
 

      工事請負契約書（案） 
 

 

 １  工 事 名 平成３０年度 原子力艦環境放射能調査設備（佐世保港立神（１号）

局）更新業務 

 

 ２  工 事 場 所 米国海軍佐世保基地内立神（１号）局設置場所周辺 

 

 ３  工 期  契 約 締 結 日 から 

                 平成３１年７月１０日まで 

 

 ４  請負代金額                                            円 

    （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額          円） 

また、部分払い計画の内訳を別表のとおり定める。 

 

 ５  契約保証金                              

 

 

 上記の工事について、発注者と受注者は、各々の対等な立場における合意に基づい

て、別添の条項によって公正な請負契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行する

ものとする。 

 また、受注者が共同企業体を結成している場合には、受注者は、別紙の共同企業体協

定書により契約書記載の工事を共同連帯して請け負う。 

 

 本契約の証として本書２通を作成し、発注者及び受注者が記名押印の上、各自１通を

保有する。 

 

                                                平成    年    月   日 

 

 発 注 者     住 所 東京都港区六本木１丁目９番９号 

              支出負担行為担当官  

原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官 名 印 

 

  受 注 者     住 所 

          氏 名                                         印 
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（総則） 

第１条 発注者及び受注者は、この契約書（頭書を含む。以下同じ。）に基づき、設計図

書（別冊の図面、仕様書、現場説明書及び現場説明に対する質問回答書をいう。以下同

じ。）に従い、日本国の法令を遵守し、この契約（この契約書及び設計図書を内容とす

る工事の請負契約をいう。以下同じ。）を履行しなければならない。 

２ 受注者は、契約書記載の工事を契約書記載の工期内に完成し、工事目的物を発注者に

引き渡すものとし、発注者は、その請負代金を支払うものとする。 

３ 仮設、施工方法その他工事目的物を完成するために必要な一切の手段（以下「施工方

法等」という。）については、この契約書及び設計図書に特別の定めがある場合を除

き、受注者がその責任において定める。 

４ 受注者は、この契約の履行に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

５ この契約書に定める請求、通知、報告、申出、承諾及び解除は、書面により行わなけ

ればならない。 

６ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる言語は、日本語とする。 

７ この契約書に定める金銭の支払いに用いる通貨は、日本円とする。 

８ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる計量単位は、設計図書に特別

の定めがある場合を除き、計量法（平成４年法律第 51 号）に定めるものとする。 

９ この契約書及び設計図書における期間の定めについては、民法（明治 29 年法律第 89

号）及び商法（明治 32 年法律第 48 号）の定めるところによるものとする。 

10 この契約は、日本国の法令に準拠するものとする。 

11 この契約に係る訴訟については、日本国の裁判所をもって合意による専属的管轄裁判

所とする。 

12 受注者が共同企業体を結成している場合においては、発注者は、この契約に基づく全

ての行為を共同企業体の代表者に対して行うものとし、発注者が当該代表者に対して行

ったこの契約に基づく全ての行為は、当該企業体の全ての構成員に対して行ったものと

みなし、また、受注者は発注者に対して行うこの契約に基づく全ての行為について当該

代表者を通じて行わなければならない。 

 

（関連工事の調整） 

第２条 発注者は、受注者の施工する工事及び発注者の発注に係る第三者の施工する他の

工事が施工上密接に関連する場合において、必要があるときは、その施工につき調整を

行うものとする。この場合においては、受注者は、発注者の調整に従い、当該第三者の

行う工事の円滑な施工に協力しなければならない。 

 

（請負代金内訳書及び工程表） 

第３条 受注者は、この契約締結後 14 日以内に設計図書に基づいて、請負代金内訳書

（以下「内訳書」という。）及び工程表を作成し、発注者に提出しなければならない。 

２ 内訳書及び工程表は、発注者及び受注者を拘束するものではない。 

 

 

（別添） 
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（権利義務の譲渡等） 

第４条 受注者は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させ

てはならない。ただし、あらかじめ、発注者の承諾を得た場合は、この限りでない。 

２ 受注者は、工事目的物、工事材料（工場製品を含む。以下同じ。）のうち第 12 条第

２項の規定による検査に合格したもの及び工事仮設物を第三者に譲渡し、貸与し、又は

抵当権その他の担保の目的に供してはならない。ただし、あらかじめ、発注者の承諾を

得た場合は、この限りでない。 

 

（一括委任又は一括下請負の禁止） 

第５条 受注者は、工事の全部若しくはその主たる部分又は他の部分から独立してその機

能を発揮する工作物の工事を一括して第三者に委任し、又は請け負わせてはならない。 

２ 受注者は、工事の一部を第三者に委託し又は請け負わせようとする場合は、あらかじ

め書面により規制庁に通知し、承認を受けなければならない。 

 

（下請負人の通知） 

第６条 発注者は、受注者に対して、下請負人の商号又は名称その他必要な事項の通知を

請求することができる。 

 

（下請負人の健康保険等加入義務等） 

 第６条の２ 受注者は、次の各号に掲げる届出の義務を履行していない建設業者（建設業

  法（昭和 24 年法律第 100 号）第２条第３項に定める建設業者をいい、当該届出の義務

  がない者を除く。以下「社会保険等未加入建設業者」という。）を下請負人としてはな

  らない。 

  一 健康保険法（大正 11 年法律第 70 号）第 48 条の規定による届出の義務 

  二 厚生年金保険法（昭和 29 年法律第 115 号）第 27 条の規定による届出の義務 

  三 雇用保険法（ 昭和 49 年法律第 116 号）第７条の規定による届出の義務 

 ２ 前項の規定にかかわらず、受注者は、次の各号に掲げる下請負人の区分に応じて、当

該各号に定める場合は、 

  一 受注者と直接下請契約を締結する下請負人 当該社会保険等未加入建設業者を下請

負人としなければ工事の施工が困難となる場合その他の特別の事情があると発注者が

認める場合において、受注者が、発注者の指定する期間内に当該社会保険等未加入建

設業者が前項各号に掲げる届出の義務を履行し、当該事実を確認することのできる書

類（以下「確認書類」という。）を発注者に提出したとき 

   二  前号に掲げる下請負人以外の下請負人 次のいずれかに該当する場合 

イ 受注者が、当該社会保険等未加入建設業者を下請負人としていると発注者が認

め、その旨を通知した日から 30 日（発注者が、受注者において確認書類を当該期

間内に提出することができない相当の理由があると認め、当該期間を延長したとき

は、その延長後の期間）以内に確認書類を発注者に提出した場合 

ロ 前号に定める特別の事情があると発注者が認める場合 

 ３ 受注者は、当該社会保険等未加入建設業者が前号第一号に掲げる下請負人である場合
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において、同号に定める特別の事情があると認められなかったとき又は同号に定める特

別な事情があると認められたにもかかわらず、同号に定める期間内に確認書類が提出さ

れなかったときは発注者の請求に基づき、違約罰（制裁金）として、受注者が当該社会

保険等未加入建設業者と締結した下請契約の最終の請負代金の額の 10 分の１に相当す

る額を発注者の指定する期間内に支払わなければならない。 

  

 （特許権等の使用） 

第７条 受注者は、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令に基づき保

護される第三者の権利（以下「特許権等」という。）の対象となっている工事材料、施

工方法等を使用するときは、その使用に関する一切の責任を負わなければならない。た

だし、発注者がその工事材料、施工方法等を指定した場合において、設計図書に特許権

等の対象である旨の明示がなく、かつ、受注者がその存在を知らなかったときは、発注

者は、受注者がその使用に関して要した費用を負担しなければならない。 

 

（監督職員） 

第８条 発注者は、監督職員を置いたときは、その氏名を受注者に通知しなければならな

い。監督職員を変更したときも同様とする。 

２ 監督職員は、この契約書の他の条項に定めるもの及びこの契約書に基づく発注者の権

限とされる事項のうち発注者が必要と認めて監督職員に委任したもののほか、設計図書

に定めるところにより、次に掲げる権限を有する。 

一 この契約の履行についての受注者又は受注者の現場代理人に対する指示、承諾又は

協議 

二 設計図書に基づく工事の施工のための詳細図等の作成及び交付又は受注者が作成し

た詳細図等の承諾 

三 設計図書に基づく工程の管理、立会い、工事の施工状況の検査又は工事材料の試験

若しくは検査（確認を含む。） 

３ 発注者は、２名以上の監督職員を置き、前項の権限を分担させたときにあってはそれ

ぞれの監督職員の有する権限の内容を、監督職員にこの契約書に基づく発注者の権限の

一部を委任したときにあっては当該委任した権限の内容を、受注者に通知しなければな

らない。 

４ 第２項の規定に基づく監督職員の指示又は承諾は、原則として、書面により行わなけ

ればならない。 

５ この契約書に定める請求、通知、報告、申出、承諾及び解除については、設計図書に

定めるものを除き、監督職員を経由して行うものとする。この場合においては、監督職

員に到達した日をもって発注者に到達したものとみなす。 

 

（現場代理人及び主任技術者等） 

第９条 受注者は、次の各号に掲げる者を定めて工事現場に設置し、設計図書に定めると

ころにより、その氏名その他必要な事項を発注者に通知しなければならない。これらの

者を変更したときも同様とする。 
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一 現場代理人 

二 主任技術者 

三 専門技術者（建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第 26 条の２に規定する技術者を

いう。以下同じ。） 

２ 現場代理人は、この契約の履行に関し、工事現場に常駐し、その運営、取締りを行う

ほか、請負代金額の変更、工期の変更、請負代金の請求及び受領、第 11 条第１項の請

求の受理、同条第３項の決定及び通知、同条第４項の請求、同条第５項の通知の受理並

びにこの契約の解除に係る権限を除き、この契約に基づく受注者の一切の権限を行使す

ることができる。 

３ 発注者は、前項の規定にかかわらず、現場代理人の工事現場における運営、取締り及

び権限の行使に支障がなく、かつ、発注者との連絡体制が確保されると認めた場合に

は、現場代理人について工事現場における常駐を要しないこととすることができる。 

４ 受注者は、第２項の規定にかかわらず、自己の有する権限のうち現場代理人に委任せ

ず自ら行使しようとするものがあるときは、あらかじめ、当該権限の内容を発注者に通

知しなければならない。 

５ 現場代理人、主任技術者及び監理技術者並びに専門技術者は、これを兼ねることがで

きる。 

６ 安全管理の不備により事故が発生した場合には請負者の責任において処理すしなけれ

ばならない。 

 

（履行報告） 

第 10 条 受注者は、設計図書に定めるところにより、この契約の履行について発注者に

報告しなければならない。 

 

（工事関係者に関する措置請求） 

第 11 条 発注者は、現場代理人がその職務（主任技術者若しくは監理技術者又は専門技

術者と兼任する現場代理人にあっては、それらの者の職務を含む。）の執行につき著し

く不適当と認められるときは、受注者に対して、その理由を明示した書面により、必要

な措置をとるべきことを請求することができる。 

２ 発注者又は監督職員は、主任技術者若しくは監理技術者又は専門技術者（これらの者

と現場代理人を兼任する者を除く。）その他受注者が工事を施工するために使用してい

る下請負人、労働者等で工事の施工又は管理につき著しく不適当と認められるものがあ

るときは、受注者に対して、その理由を明示した書面により、必要な措置をとるべきこ

とを請求することができる。 

３ 受注者は、前２項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項について決

定し、その結果を請求を受けた日から 10 日以内に発注者に通知しなければならない。 

４ 受注者は、監督職員がその職務の執行につき著しく不適当と認められるときは、発注

者に対して、その理由を明示した書面により、必要な措置をとるべきことを請求するこ

とができる。 

５ 発注者は、前項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項について決定
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し、その結果を請求を受けた日から 10 日以内に受注者に通知しなければならない。 

 

（工事材料の品質及び検査等） 

第 12 条 工事材料の品質については、設計図書に定めるところによる。設計図書にその

品質が明示されていない場合にあっては、中等の品質（営繕工事にあっては、均衡を得

た品質）を有するものとする。 

２ 受注者は、設計図書において監督職員の検査（確認を含む。以下この条において同

じ。）を受けて使用すべきものと指定された工事材料については、当該検査に合格した

ものを使用しなければならない。この場合において、当該検査に直接要する費用は、受

注者の負担とする。 

３ 監督職員は、受注者から前項の検査を請求されたときは、請求を受けた日から７日以

内に応じなければならない。 

４ 受注者は、工事現場内に搬入した工事材料を監督職員の承諾を受けないで工事現場外

に搬出してはならない。 

５ 受注者は、前項の規定にかかわらず、第２項の検査の結果不合格と決定された工事材

料については、当該決定を受けた日から７日以内に工事現場外に搬出しなければならな

い。 

 

（監督職員の立会い及び工事記録の整備等） 

第 13 条 受注者は、設計図書において監督職員の立会いの上調合し、又は調合について

見本検査を受けるものと指定された工事材料については、当該立会いを受けて調合し、

又は当該見本検査に合格したものを使用しなければならない。 

２ 受注者は、設計図書において監督職員の立会いの上施工するものと指定された工事に

ついては、当該立会いを受けて施工しなければならない。 

３ 受注者は、前２項に規定するほか、発注者が特に必要があると認めて設計図書におい

て見本又は工事写真等の記録を整備すべきものと指定した工事材料の調合又は工事の施

工をするときは、設計図書に定めるところにより、当該見本又は工事写真等の記録を整

備し、監督職員の請求があったときは、当該請求を受けた日から７日以内に提出しなけ

ればならない。 

４ 監督職員は、受注者から第１項又は第２項の立会い又は見本検査を請求されたとき

は、当該請求を受けた日から７日以内に応じなければならない。 

５ 前項の場合において、監督職員が正当な理由なく受注者の請求に７日以内に応じない

ため、その後の工程に支障をきたすときは、受注者は、監督職員に通知した上、当該立

会い又は見本検査を受けることなく、工事材料を調合して使用し、又は工事を施工する

ことができる。この場合において、受注者は、当該工事材料の調合又は当該工事の施工

を適切に行ったことを証する見本又は工事写真等の記録を整備し、監督職員の請求があ

ったときは、当該請求を受けた日から７日以内に提出しなければならない。 

６ 第１項、第３項又は前項の場合において、見本検査又は見本若しくは工事写真等の記

録の整備に直接要する費用は、受注者の負担とする。 
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（支給材料及び貸与品） 

第 14 条 発注者が受注者に支給する工事材料（以下「支給材料」という。）及び貸与す

る建設機械器具（以下「貸与品」という。）の品名、数量、品質、規格又は性能、引渡

場所及び引渡時期は、設計図書に定めるところによる。 

２ 監督職員は、支給材料又は貸与品の引渡しに当たっては、受注者の立会いの上、発注

者の負担において、当該支給材料又は貸与品を検査しなければならない。この場合にお

いて、当該検査の結果、その品名、数量、品質又は規格若しくは性能が設計図書の定め

と異なり、又は使用に適当でないと認めたときは、受注者は、その旨を直ちに発注者に

通知しなければならない。 

３ 受注者は、支給材料又は貸与品の引渡しを受けたときは、引渡しの日から７日以内

に、発注者に受領書又は借用書を提出しなければならない。 

４ 受注者は、支給材料又は貸与品の引渡しを受けた後、当該支給材料又は貸与品に第２

項の検査により発見することが困難であった隠れた瑕疵があり使用に適当でないと認め

たときは、その旨を直ちに発注者に通知しなければならない。 

５ 発注者は、受注者から第２項後段又は前項の規定による通知を受けた場合において、

必要があると認められるときは、当該支給材料若しくは貸与品に代えて他の支給材料若

しくは貸与品を引き渡し、支給材料若しくは貸与品の品名、数量、品質若しくは規格若

しくは性能を変更し、又は理由を明示した書面により、当該支給材料若しくは貸与品の

使用を受注者に請求しなければならない。 

６ 発注者は、前項に規定するほか、必要があると認めるときは、支給材料又は貸与品の

品名、数量、品質、規格若しくは性能、引渡場所又は引渡時期を変更することができ

る。 

７ 発注者は、前２項の場合において、必要があると認められるときは工期若しくは請負

代金額を変更し、又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければなら

ない。 

８ 受注者は、支給材料及び貸与品を善良な管理者の注意をもって管理しなければならな

い。 

９ 受注者は、設計図書に定めるところにより、工事の完成、設計図書の変更等によって

不用となった支給材料又は貸与品を発注者に返還しなければならない。 

10 受注者は、故意又は過失により支給材料又は貸与品が滅失若しくはき損し、又はその

返還が不可能となったときは、発注者の指定した期間内に代品を納め、若しくは原状に

復して返還し、又は返還に代えて損害を賠償しなければならない。 

11 受注者は、支給材料又は貸与品の使用方法が設計図書に明示されていないときは、監

督職員の指示に従わなければならない。 

 

（工事用地の確保等） 

第 15 条 発注者は、工事用地その他設計図書において定められた工事の施工上必要な用

地（以下「工事用地等」という。）を受注者が工事の施工上必要とする日（設計図書に

特別の定めがあるときは、その定められた日）までに確保しなければならない。 

２ 受注者は、確保された工事用地等を善良な管理者の注意をもって管理しなければなら
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ない。 

３ 工事の完成、設計図書の変更等によって工事用地等が不用となった場合において、当

該工事用地等に受注者が所有又は管理する工事材料、建設機械器具、仮設物その他の物

件（下請負人の所有又は管理するこれらの物件を含む。）があるときは、受注者は、当

該物件を撤去するとともに、当該工事用地等を修復し、取り片付けて、発注者に明け渡

さなければならない。 

４ 前項の場合において、受注者が正当な理由なく、相当の期間内に当該物件を撤去せ

ず、又は工事用地等の修復若しくは取片付けを行わないときは、発注者は、受注者に代

わって当該物件を処分し、工事用地等の修復若しくは取片付けを行うことができる。こ

の場合においては、受注者は、発注者の処分又は修復若しくは取片付けについて異議を

申し出ることができず、また、発注者の処分又は修復若しくは取片付けに要した費用を

負担しなければならない。 

５ 第３項に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等については、発注者が受注者

の意見を聴いて定める。 

 

（設計図書不適合の場合の改造義務及び破壊検査等） 

第 16 条 受注者は、工事の施工部分が設計図書に適合しない場合において、監督職員が

その改造を請求したときは、当該請求に従わなければならない。この場合において、当

該不適合が監督職員の指示によるときその他発注者の責めに帰すべき事由によるとき

は、発注者は、必要があると認められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は

受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

２ 監督職員は、受注者が第 12 条第２項又は第 13 条第１項から第３項までの規定に違反

した場合において、必要があると認められるときは、工事の施工部分を破壊して検査す

ることができる。 

３ 前項に規定するほか、監督職員は、工事の施工部分が設計図書に適合しないと認めら

れる相当の理由がある場合において、必要があると認められるときは、当該相当の理由

を受注者に通知して、工事の施工部分を最小限度破壊して検査することができる。 

４ 前２項の場合において、検査及び復旧に直接要する費用は受注者の負担とする。 

 

（条件変更等） 

第 17 条 受注者は、工事の施工に当たり、次の各号のいずれかに該当する事実を発見し

たときは、その旨を直ちに監督職員に通知し、その確認を請求しなければならない。 

一 図面、仕様書、現場説明書及び現場説明に対する質問回答書が一致しないこと（こ

れらの優先順位が定められている場合を除く。）。 

二 設計図書に誤謬又は脱漏があること。 

三 設計図書の表示が明確でないこと。 

四 工事現場の形状、地質、湧水等の状態、施工上の制約等設計図書に示された自然的

又は人為的な施工条件と実際の工事現場が一致しないこと。 

五 設計図書で明示されていない施工条件について予期することのできない特別な状態

が生じたこと。 
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２ 監督職員は、前項の規定による確認を請求されたとき又は自ら同項各号に掲げる事

実を発見したときは、受注者の立会いの上、直ちに調査を行わなければならない。た

だし、受注者が立会いに応じない場合には、受注者の立会いを得ずに行うことができ

る。 

３ 発注者は、受注者の意見を聴いて、調査の結果（これに対してとるべき措置を指示

する必要があるときは、当該指示を含む。）をとりまとめ、調査の終了後 14 日以内

に、その結果を受注者に通知しなければならない。ただし、その期間内に通知できな

いやむを得ない理由があるときは、あらかじめ受注者の意見を聴いた上、当該期間を

延長することができる。 

４ 前項の調査の結果において第１項の事実が確認された場合において、必要があると認

められるときは、次の各号に掲げるところにより、設計図書の訂正又は変更を行わなけ

ればならない。 

一 第１項第一号から第三号までのいずれかに該当し設計図書を訂正する必要があるも

の発注者が行う。 

二 第１項第四号又は第五号に該当し設計図書を変更する場合で工事目的物の変更を伴

うもの発注者が行う。 

三 第１項第四号又は第五号に該当し設計図書を変更する場合で工事目的物の変更を伴

わないもの発注者と受注者とが協議して発注者が行う。 

５ 前項の規定により設計図書の訂正又は変更が行われた場合において、発注者は、必要

があると認められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は受注者に損害を及ぼ

したときは必要な費用を負担しなければならない。 

 

（設計図書の変更） 

第 18 条 発注者は、前条第４項の規定によるほか、必要があると認めるときは、設計図

書の変更内容を受注者に通知して、設計図書を変更することができる。この場合におい

て、発注者は、必要があると認められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は

受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

 

（工事の中止） 

第 19 条 工事用地等の確保ができない等のため又は暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地

すべり、落盤、火災、騒乱、暴動その他の自然的又は人為的な事象（以下「天災等」と

いう。）であって受注者の責めに帰すことができないものにより工事目的物等に損害を

生じ若しくは工事現場の状態が変動したため、受注者が工事を施工できないと認められ

るときは、発注者は、工事の中止内容を直ちに受注者に通知して、工事の全部又は一部

の施工を一時中止させなければならない。 

２ 発注者は、前項の規定によるほか、必要があると認めるときは、工事の中止内容を受

注者に通知して、工事の全部又は一部の施工を一時中止させることができる。 

３ 発注者は、前２項の規定により工事の施工を一時中止させた場合において、必要があ

ると認められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は受注者が工事の続行に備

え工事現場を維持し若しくは労働者、建設機械器具等を保持するための費用その他の工
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事の施工の一時中止に伴う増加費用を必要とし若しくは受注者に損害を及ぼしたときは

必要な費用を負担しなければならない。 

 

（受注者の請求による工期の延長） 

第 20 条 受注者は、天候の不良、第２条の規定に基づく関連工事の調整への協力その他

受注者の責めに帰すことができない事由により工期内に工事を完成することができない

ときは、その理由を明示した書面により、発注者に工期の延長変更を請求することがで

きる。 

２ 発注者は、前項の規定による請求があった場合において、必要があると認められると

きは、工期を延長しなければならない。発注者は、その工期の延長が発注者の責めに帰

すべき事由による場合においては、請負代金額について必要と認められる変更を行い、

又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

 

（発注者の請求による工期の短縮等） 

第 21 条 発注者は、特別の理由により工期を短縮する必要があるときは、工期の短縮変

更を受注者に請求することができる。 

２ 発注者は、この契約書の他の条項の規定により工期を延長すべき場合において、特別

の理由があるときは、延長する工期について、通常必要とされる工期に満たない工期へ

の変更を請求することができる。 

３ 発注者は、前２項の場合において、必要があると認められるときは請負代金額を変更

し、又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

 

（工期の変更方法） 

第 22 条 工期の変更については、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開

始の日から 14 日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に通知

するものとする。ただし、発注者が工期の変更事由が生じた日（第 20 条の場合にあっ

ては発注者が工期変更の請求を受けた日、前条の場合にあっては受注者が工期変更の請

求を受けた日）から７日以内に協議開始の日を通知しない場合には、受注者は、協議開

始の日を定め、発注者に通知することができる。 

 

（請負代金額の変更方法等） 

第 23 条 請負代金額の変更については、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、

協議開始の日から 14 日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知

する。 

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に通知

するものとする。ただし、請負代金額の変更事由が生じた日から７日以内に協議開始の

日を通知しない場合には、受注者は、協議開始の日を定め、発注者に通知することがで

きる。 

３ この契約書の規定により、受注者が増加費用を必要とした場合又は損害を受けた場合
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に発注者が負担する必要な費用の額については、発注者と受注者とが協議して定める。 

 

（賃金又は物価の変動に基づく請負代金額の変更） 

第 24 条 発注者又は受注者は、工期内で請負契約締結の日から 12 月を経過した後に日本

国内における賃金水準又は物価水準の変動により請負代金額が不適当となったと認めた

ときは、相手方に対して請負代金額の変更を請求することができる。 

２ 発注者又は受注者は、前項の規定による請求があったときは、変動前残工事代金額

（請負代金額から当該請求時の出来形部分に相応する請負代金額を控除した額をいう。

以下この条において同じ。）と変動後残工事代金額（変動後の賃金又は物価を基礎とし

て算出した変動前残工事代金額に相応する額をいう。以下この条において同じ。）との

差額のうち変動前残工事代金額の 1000 分の 15 を超える額につき、請負代金額の変更に

応じなければならない。 

３ 変動前残工事代金額及び変動後残工事代金額は、請求のあった日を基準とし、物価指

数等に基づき発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開始の日から 14 日以

内に協議が整わない場合にあっては、発注者が定め、受注者に通知する。 

４ 第１項の規定による請求は、この条の規定により請負代金額の変更を行った後再度行

うことができる。この場合において、同項中「請負契約締結の日」とあるのは、「直前

のこの条に基づく請負代金額変更の基準とした日」とするものとする。 

５ 特別な要因により工期内に主要な工事材料の日本国内における価格に著しい変動を生

じ、請負代金額が不適当となったときは、発注者又は受注者は、前各項の規定によるほ

か、請負代金額の変更を請求することができる。 

６ 予期することのできない特別の事情により、工期内に日本国内において急激なインフ

レーション又はデフレーションを生じ、請負代金額が著しく不適当となったときは、発

注者又は受注者は、前各項の規定にかかわらず、請負代金額の変更を請求することがで

きる。 

７ 前２項の場合において、請負代金額の変更額については、発注者と受注者とが協議し

て定める。ただし、協議開始の日から 14 日以内に協議が整わない場合にあっては、発

注者が定め、受注者に通知する。 

８ 第３項及び前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受

注者に通知しなければならない。ただし、発注者が第１項、第５項又は第６項の請求を

行った日又は受けた日から７日以内に協議開始の日を通知しない場合には、受注者は、

協議開始の日を定め、発注者に通知することができる。 

 

（臨機の措置） 

第 25 条 受注者は、災害防止等のため必要があると認めるときは、臨機の措置をとらな

ければならない。この場合において、必要があると認めるときは、受注者は、あらかじ

め監督職員の意見を聴かなければならない。ただし、緊急やむを得ない事情があるとき

は、この限りでない。 

２ 前項の場合においては、受注者は、そのとった措置の内容を監督職員に直ちに通知し

なければならない。 
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３ 監督職員は、災害防止その他工事の施工上特に必要があると認めるときは、受注者に

対して臨機の措置をとることを請求することができる。 

４ 受注者が第１項又は前項の規定により臨機の措置をとった場合において、当該措置に

要した費用のうち、受注者が請負代金額の範囲において負担することが適当でないと認

められる部分については、発注者が負担する。 

 

（一般的損害） 

第 26 条 工事目的物の引渡し前に、工事目的物又は工事材料について生じた損害その他

工事の施工に関して生じた損害（次条第１項若しくは第２項又は第 28 条第１項に規定

する損害を除く。）については、受注者がその費用を負担する。ただし、その損害（第

45 条第１項の規定により付された保険等によりてん補された部分を除く。）のうち発

注者の責めに帰すべき事由により生じたものについては、発注者が負担する。 

 

（第三者に及ぼした損害） 

第 27 条 工事の施工について第三者に損害を及ぼしたときは、受注者がその損害を賠償

しなければならない。ただし、その損害（第 41 条第１項の規定により付された保険等

によりてん補された部分を除く。以下この条において同じ。）のうち発注者の責めに帰

すべき事由により生じたものについては、発注者が負担する。 

２ 前項の規定にかかわらず、工事の施工に伴い通常避けることができない騒音、振動、

地盤沈下、地下水の断絶等の理由により第三者に損害を及ぼしたときは、発注者がその

損害を負担しなければならない。ただし、その損害のうち工事の施工につき受注者が善

良な管理者の注意義務を怠ったことにより生じたものについては、受注者が負担する。 

３ 前２項の場合その他工事の施工について第三者との間に紛争を生じた場合において

は、発注者及び受注者は協力してその処理解決に当たるものとする。 

 

（不可抗力による損害） 

第 28 条 工事目的物の引渡し前に、天災等（設計図書で基準を定めたものにあっては、

当該基準を超えるものに限る。）発注者と受注者のいずれの責めにも帰すことができな

いもの（以下この条において「不可抗力」という。）により、工事目的物、仮設物又は

工事現場に搬入済みの工事材料若しくは建設機械器具に損害が生じたときは、受注者

は、その事実の発生後直ちにその状況を発注者に通知しなければならない。 

２ 発注者は、前項の規定による通知を受けたときは、直ちに調査を行い、同項の損害

（受注者が善良な管理者の注意義務を怠ったことに基づくもの及び第 45 条第１項の規

定により付された保険等によりてん補された部分を除く。以下この条において「損害」

という。）の状況を確認し、その結果を受注者に通知しなければならない。 

３ 受注者は、前項の規定により損害の状況が確認されたときは、損害による費用の負担

を発注者に請求することができる。 

４ 発注者は、前項の規定により受注者から損害による費用の負担の請求があったとき

は、当該損害の額（工事目的物、仮設物又は工事現場に搬入済みの工事材料若しくは建

設機械器具であって第 12 条第２項、第 13 条第１項若しくは第２項の規定による検査、
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立会いその他受注者の工事に関する記録等により確認することができるものに係る額に

限る。）及び当該損害の取片付けに要する費用の額の合計額（第６項において「損害合

計額」という。）のうち請負代金額の 100 分の１を超える額を負担しなければならな

い。 

５ 損害の額は、次の各号に掲げる損害につき、それぞれ当該各号に定めるところによ

り、算定する。 

一 工事目的物に関する損害 

損害を受けた工事目的物に相応する請負代金額とし、残存価値がある場合にはそ

の評価額を差し引いた額とする。 

二 工事材料に関する損害 

損害を受けた工事材料で通常妥当と認められるものに相応する請負代金額とし、

残存価値がある場合にはその評価額を差し引いた額とする。 

三 仮設物又は建設機械器具に関する損害 

損害を受けた仮設物又は建設機械器具で通常妥当と認められるものについて、当

該工事で償却することとしている償却費の額から損害を受けた時点における工事

目的物に相応する償却費の額を差し引いた額とする。ただし、修繕によりその機

能を回復することができ、かつ、修繕費の額が上記の額より少額であるものにつ

いては、その修繕費の額とする。 

６ 数次にわたる不可抗力により損害合計額が累積した場合における第２次以降の不可抗

力による損害合計額の負担については、第４項中「当該損害の額」とあるのは「損害の

額の累計」と、「当該損害の取片付けに要する費用の額」とあるのは「損害の取片付け

に要する費用の額の累計」と、「請負代金額の 100 分の１を超える額」とあるのは「請

負代金額の 100 分の１を超える額から既に負担した額を差し引いた額」として同項を適

用する。 

 

（請負代金額の変更に代える設計図書の変更） 

第 29 条 発注者は、第７条、第 14 条、第 16 条から第 21 条まで、第 24 条から第 26 条ま

で、前条又は第 32 条の規定により請負代金額を増額すべき場合又は費用を負担すべき

場合において、特別の理由があるときは、請負代金額の増額又は負担額の全部又は一部

に代えて設計図書を変更することができる。この場合において、設計図書の変更内容

は、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開始の日から 14 日以内に協議

が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に通知

しなければならない。ただし、発注者が同項の請負代金額を増額すべき事由又は費用を

負担すべき事由が生じた日から７日以内に協議開始の日を通知しない場合には、受注者

は、協議開始の日を定め、発注者に通知することができる。 

 

（検査及び引渡し） 

第 30 条 受注者は、工事を完成したときは、その旨を発注者に通知しなければならな

い。 
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２ 発注者又は発注者が検査を行う者として定めた職員（以下「検査職員」という。）

は、前項の規定による通知を受けたときは、通知を受けた日から 14 日以内に受注者の

立会いの上、設計図書に定めるところにより、工事の完成を確認するための検査を完了

し、当該検査の結果を受注者に通知しなければならない。この場合において、発注者又

は検査職員は、必要があると認められるときは、その理由を受注者に通知して、工事目

的物を最小限度破壊して検査することができる。 

３ 前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、受注者の負担とする。 

４ 発注者は、第２項の検査によって工事の完成を確認した後、受注者が工事目的物の引

渡しを申し出たときは、直ちに当該工事目的物の引渡しを受けなければならない。 

５ 発注者は、受注者が前項の申出を行わないときは、当該工事目的物の引渡しを請負代

金の支払いの完了と同時に行うことを請求することができる。この場合においては、受

注者は、当該請求に直ちに応じなければならない。 

６ 受注者は、工事が第２項の検査に合格しないときは、直ちに修補して発注者の検査を

受けなければならない。この場合においては、修補の完了を工事の完成とみなして前５

項の規定を適用する。 

 

（請負代金の支払い） 

第 31 条 受注者は、前条第２項の検査に合格したときは、請負代金の支払いを請求する

ことができる。 

２ 発注者は、前項の規定による請求があったときは、請求を受けた日から 40 日以内に

請負代金を支払わなければならない。 

３ 発注者がその責めに帰すべき事由により前条第２項の期間内に検査をしないときは、

その期限を経過した日から検査をした日までの期間の日数は、前項の期間（以下この項

において「約定期間」という。）の日数から差し引くものとする。この場合において、

その遅延日数が約定期間の日数を超えるときは、約定期間は、遅延日数が約定期間の日

数を超えた日において満了したものとみなす。 

 

（部分使用） 

第 32 条 発注者は、第 30 条第４項又は第５項の規定による引渡し前においても、工事目

的物の全部又は一部を受注者の承諾を得て使用することができる。 

２ 前項の場合においては、発注者は、その使用部分を善良な管理者の注意をもって使用

しなければならない。 

３ 発注者は、第１項の規定により工事目的物の全部又は一部を使用したことによって受

注者に損害を及ぼしたと 

きは、必要な費用を負担しなければならない。 

 

（部分引渡し） 

第 33 条 工事目的物について、発注者が設計図書において工事の完成に先だって引渡し

を受けるべきことを指定した部分（以下「指定部分」という。）がある場合において、

当該指定部分の工事が完了したときについては、第 30 条中「工事」とあるのは「指定
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部分に係る工事」と、「工事目的物」とあるのは「指定部分に係る工事目的物」と、同

条第５項及び第 31 条中「請負代金」とあるのは「部分引渡しに係る請負代金」と読み

替えて、これらの規定を準用する。 

２ 前項の規定により準用される第 31 条第１項の規定により請求することができる部分

引渡しに係る請負代金の額は、次の式により算定する。この場合において、指定部分に

相応する請負代金の額は、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、発注者が前項

の規定により準用される第 30 条第２項の検査の結果の通知をした日から 14 日以内に協

議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

 

（第三者による代理受領） 

第 34 条 受注者は、発注者の承諾を得て請負代金の全部又は一部の受領につき、第三者

を代理人とすることができる。 

２ 発注者は、前項の規定により受注者が第三者を代理人とした場合において、受注者の

提出する支払請求書に当該第三者が受注者の代理人である旨の明記がなされているとき

は、当該第三者に対して第 31 条の規定に基づく支払いをしなければならない。 

 

（瑕疵担保） 

第 35 条 発注者は、工事目的物に瑕疵があるときは、受注者に対して相当の期間を定め

てその瑕疵の修補を請求し、又は修補に代え若しくは修補とともに損害の賠償を請求す

ることができる。ただし、瑕疵が重要ではなく、かつ、その修補に過分の費用を要する

ときは、発注者は、修補を請求することができない。 

２ 前項の規定による瑕疵の修補又は損害賠償の請求は、第 30 条第４項又は第５項（第

33 条においてこれらの規定を準用する場合を含む。）の規定による引渡しを受けた日

から２年以内に行わなければならない。ただし、その瑕疵が受注者の故意又は重大な過

失により生じた場合には、請求を行うことのできる期間は 10 年とする。 

３ 発注者は、工事目的物の引渡しの際に瑕疵があることを知ったときは、第１項の規定

にかかわらず、その旨を直ちに受注者に通知しなければ、当該瑕疵の修補又は損害賠償

の請求をすることはできない。ただし、受注者がその瑕疵があることを知っていたとき

は、この限りでない。 

４ 発注者は、工事目的物が第１項の瑕疵により滅失又はき損したときは、第２項に定め

る期間内で、かつ、その滅失又はき損の日から６月以内に第１項の権利を行使しなけれ

ばならない。 

５ 第１項の規定は、工事目的物の瑕疵が支給材料の性質又は発注者若しくは監督職員の

指図により生じたものであるときは適用しない。ただし、受注者がその材料又は指図の

不適当であることを知りながらこれを通知しなかったときは、この限りでない。 

 

（履行遅滞の場合における損害金等） 

第 36 条 受注者の責めに帰すべき事由により工期内に工事を完成することができない場

合においては、発注者は、損害金の支払いを受注者に請求することができる。 

２ 前項の損害金の額は、請負代金額から部分引渡しを受けた部分に相応する請負代金額
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を控除した額につき、遅延日数に応じ、年５パーセントの割合で計算した額とする。 

３ 発注者の責めに帰すべき事由により、第 31 条第２項（第 33 条において準用する場合

を含む。）の規定による請負代金の支払いが遅れた場合においては、受注者は、未受領

金額につき、遅延日数に応じ、年２．７パーセントの割合で計算した額の遅延利息の支

払いを発注者に請求することができる。 

 

（談合等不正行為があった場合の違約金等） 

第 40 条の２ 受注者（共同企業体にあっては、その構成員）が、次に掲げる場合のいずれ

かに該当したときは、受注者は、発注者の請求に基づき、請負代金額（この契約締結

後、請負代金額の変更があった場合には、変更後の請負代金額。）の 10 分の１に相当

する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わなければならない。 

一 この契約に関し、受注者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和

22 年法律第 54 号。以下「独占禁止法」という。）第３条の規定に違反し、又は受注

者が構成事業者である事業者団体が独占禁止法第８条第１号の規定に違反したことに

より、公正取引委員会が受注者に対し、独占禁止法第７条の２第１項（独占禁止法第

８条の３において準用する場合を含む。）の規定に基づく課徴金の納付命令（以下

「納付命令」という。）を行い、当該納付命令が確定したとき（確定した当該納付命

令が独占禁止法第 51 条第２項の規定により取り消された場合を含む。）。 

二 納付命令又は独占禁止法第７条若しくは第８条の２の規定に基づく排除措置命令

（これらの命令が受注者又は受注者が構成事業者である事業者団体（以下「受注者

等」という。）に対して行われたときは、受注者等に対する命令で確定したものをい

い、受注者等に対して行われていないときは、各名宛人に対する命令全てが確定した

場合における当該命令をいう。次号において「納付命令又は排除措置命令」とい

う。）において、この契約に関し、独占禁止法第３条又は第８条第１号の規定に違反

する行為の実行としての事業活動があったとされたとき。 

三 納付命令又は排除措置命令により、受注者等に独占禁止法第３条又は第８条第１号

の規定に違反する行為があったとされた期間及び当該違反する行為の対象となった取

引分野が示された場合において、この契約が、当該期間（これらの命令に係る事件に

ついて、公正取引委員会が受注者に対し納付命令を行い、これが確定したときは、当

該納付命令における課徴金の計算の基礎である当該違反する行為の実行期間を除

く。）に入札（見積書の提出を含む。）が行われたものであり、かつ、当該取引分野

に該当するものであるとき。 

四 この契約に関し、受注者（法人にあっては、その役員又は使用人を含む。）の刑法

（明治 40 年法律第 45 号）第 96 条の６又は独占禁止法第 89 条第１項若しくは第 95

条第１項第１号に規定する刑が確定したとき。 

２ 受注者が前項の違約金を発注者の指定する期間内に支払わないときは、受注者は、当

該期間を経過した日から支払いをする日までの日数に応じ、年５パーセントの割合で計

算した額の遅延利息を発注者に支払わなければならない。 

 

（発注者の解除権） 

54



第 37 条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除す

ることができる。 

一 正当な理由なく、工事に着手すべき期日を過ぎても工事に着手しないとき。 

二 その責めに帰すべき事由により工期内に完成しないとき又は工期経過後相当の期間

内に工事を完成する見込みが明らかにないと認められるとき。 

三 第 9 条第１項第２号に掲げる者を設置しなかったとき。 

四 前３号に掲げる場合のほか、この契約に違反し、その違反によりこの契約の目的を

達することができないと認められるとき。 

五 第 40 条第１項の規定によらないでこの契約の解除を申し出たとき。 

六 受注者（受注者が共同企業体であるときは､その構成員のいずれかの者。以下この

号において同じ。）が次のいずれかに該当するとき。 

イ 役員等（受注者が個人である場合にはその者を、受注者が法人である場合には

その役員又はその支店若しくは常時建設工事の請負契約を締結する事務所の代表

者をいう。以下この号において同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に

関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下この

号において「暴力団員」という。）であると認められるとき。 

ロ 暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この号にお

いて同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

ハ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害

を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められると

き。 

ニ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する

など直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与してい

ると認められるとき。 

ホ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認

められるとき。 

ヘ 下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方がイ

からホまでのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと

認められるとき。 

ト 受注者が、イからホまでのいずれかに該当する者を下請契約又は資材、原材料

の購入契約その他の契約の相手方としていた場合（ヘに該当する場合を除く。）

に、発注者が受注者に対して当該契約の解除を求め、受注者がこれに従わなかっ

たとき。 

 

（契約が解除された場合等の違約金） 

第 37 条の２ 次の各号のいずれかに該当する場合においては、受注者は、請負代金額の 10

分の１に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わなければならな

い。 

 一 前条の規定によりこの契約が解除された場合 

 二 受注者がその債務の履行を拒否し、又は、受注者の責めに帰すべき事由によって受
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注者の債務について履行不能となった場合 

２ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第二号に該当する場合とみな

す。 

 一 受注者について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成 16 年法律

第 75 号）の規定により選任された破産管財人 

 二 受注者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成 14 年

法律第 154 号）の規定により選任された管財人 

 三 受注者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成 11 年

法律第 225 号）の規定により選任された再生債務者等 

 

第 38 条 発注者は、工事が完成するまでの間は、第 37 条の規定によるほか、必要がある

ときは、この契約を解除することができる。 

２ 発注者は、前項の規定によりこの契約を解除したことにより受注者に損害を及ぼした

ときは、その損害を賠償しなければならない。 

 

（受注者の解除権） 

第 39 条 受注者は、次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除することが

できる。 

一 第 18 条の規定により設計図書を変更したため請負代金額が３分の２以上減少した

とき。 

二 第 19 条の規定による工事の施工の中止期間が工期の 10 分の５（工期の 10 分の５

が６月を超えるときは、６月）を超えたとき。ただし、中止が工事の一部のみの場合

は、その一部を除いた他の部分の工事が完了した後３月を経過しても、なおその中止

が解除されないとき。 

三 発注者がこの契約に違反し、その違反によってこの契約の履行が不可能となったと

き。 

２ 受注者は、前項の規定によりこの契約を解除した場合において、損害があるときは、

その損害の賠償を発注者に請求することができる。 

 

（解除に伴う措置） 

第 40 条 発注者は、この契約が解除された場合においては、出来形部分を検査の上、当

該検査に合格した部分及び部分払の対象となった工事材料の引渡しを受けるものとし、

当該引渡しを受けたときは、当該引渡しを受けた出来形部分に相応する請負代金を受注

者に支払わなければならない。この場合において、発注者は、必要があると認められる

ときは、その理由を受注者に通知して、出来形部分を最小限度破壊して検査することが

できる。 

２ 前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、受注者の負担とする。 

３ 受注者は、この契約が解除された場合において、支給材料があるときは、第１項の出

来形部分の検査に合格した部分に使用されているものを除き、発注者に返還しなければ

ならない。この場合において、当該支給材料が受注者の故意若しくは過失により滅失若
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しくはき損したとき、又は出来形部分の検査に合格しなかった部分に使用されていると

きは、代品を納め、若しくは原状に復して返還し、又は返還に代えてその損害を賠償し

なければならない。 

４ 受注者は、この契約が解除された場合において、貸与品があるときは、当該貸与品を

発注者に返還しなければならない。この場合において、当該貸与品が受注者の故意又は

過失により滅失又はき損したときは、代品を納め、若しくは原状に復して返還し、又は

返還に代えてその損害を賠償しなければならない。 

５ 受注者は、この契約が解除された場合において、工事用地等に受注者が所有又は管理

する工事材料、建設機械器具、仮設物その他の物件（下請負人の所有又は管理するこれ

らの物件を含む。）があるときは、受注者は、当該物件を撤去するとともに、工事用地

等を修復し、取り片付けて、発注者に明け渡さなければならない。 

６ 前項の場合において、受注者が正当な理由なく、相当の期間内に当該物件を撤去せ

ず、又は工事用地等の修復若しくは取片付けを行わないときは、発注者は、受注者に代

わって当該物件を処分し、工事用地等を修復若しくは取片付けを行うことができる。こ

の場合においては、受注者は、発注者の処分又は修復若しくは取片付けについて異議を

申し出ることができず、また、発注者の処分又は修復若しくは取片付けに要した費用を

負担しなければならない。 

７ 第４項前段及び第５項前段に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等について

は、この契約の解除が第 37 条又は第 37 条の２第２項の規定によるときは発注者が定

め、前２条の規定によるときは受注者が発注者の意見を聴いて定めるものとし、第４項

後段、第５項後段及び第６項に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等について

は、発注者が受注者の意見を聴いて定めるものとする。 

 

（火災保険等） 

第 41 条 受注者は、工事目的物及び工事材料（支給材料を含む。以下この条において同

じ。）等を設計図書に定めるところにより火災保険、建設工事保険その他の保険（これ

に準ずるものを含む。以下この条において同じ。）に付さなければならない。 

２ 受注者は、前項の規定により保険契約を締結したときは、その証券又はこれに代わる

ものを直ちに発注者に提示しなければならない。 

３ 受注者は、工事目的物及び工事材料等を第１項の規定による保険以外の保険に付した

ときは、直ちにその旨を発注者に通知しなければならない。 

 

（賠償金等の徴収） 

第 42 条 受注者がこの契約に基づく賠償金、損害金又は違約金を発注者の指定する期間

内に支払わないときは、発注者は、その支払わない額に発注者の指定する期間を経過し

た日から請負代金額支払いの日まで年５パーセントの割合で計算した利息を付した額

と、発注者の支払うべき請負代金額とを相殺し、なお不足があるときは追徴する。 

２ 前項の追徴をする場合には、発注者は、受注者から遅延日数につき年５パーセントの

割合で計算した額の延滞金を徴収する。 
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（あっせん又は調停） 

第 43 条 この契約書の各条項において発注者と受注者とが協議して定めるものにつき協

議が整わなかったときに発注者が定めたものに受注者が不服がある場合その他この契約

に関して発注者と受注者との間に紛争を生じた場合には、発注者及び受注者は、建設業

法による長崎県建設工事紛争審査会（以下次条において「審査会」という。）のあっせ

ん又は調停によりその解決を図る。 

２ 前項の規定にかかわらず、現場代理人の職務の執行に関する紛争、主任技術者若しく

は監理技術者又は専門技術者その他受注者が工事を施工するために使用している下請負

人、労働者等の工事の施工又は管理に関する紛争及び監督職員の職務の執行に関する紛

争については、第 11 条第３項の規定により受注者が決定を行った後若しくは同条第５

項の規定により発注者が決定を行った後、又は発注者若しくは受注者が決定を行わずに

同条第３項若しくは第５項の期間が経過した後でなければ、発注者及び受注者は、前項

のあっせん又は調停を請求することができない。 

 

（仲裁） 

第 44 条 発注者及び受注者は、その一方又は双方が前条の審査会のあっせん又は調停に

より紛争を解決する見込みがないと認めたときは、同条の規定にかかわらず、仲裁合意

書に基づき、審査会の仲裁に付し、その仲裁判断に服する。 

 

（情報通信の技術を利用する方法） 

第 45 条 この契約書において書面により行わなければならないこととされている請求、

通知、報告、申出、承諾、解除及び指示は、建設業法その他の法令に違反しない限りに

おいて、電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法を用

いて行うことができる。ただし、当該方法は書面の交付に準ずるものでなければなら

ず、その具体的な取扱いは設計図書に定めるものとする。 

 

（補則） 

第 46 条 本工事箇所は米国海軍佐世保基地内にあることに鑑み、米国海軍内規等により

本工事に影響を及ぼす場合には、発注者と受注者とが協議して定める。この他、この契

約書に定めのない事項については、必要に応じて発注者と受注者とが協議して定める。 

  

58



（別紙） 

様式第１号 

 

共同企業体協定書 

 （目的） 

第１条 当共同企業体は、次の事業を共同連帯して営むことを目的とする。 

 一 ○○発注に係る○○建設工事（当該工事内容の変更に伴う工事を含む。以下、単に

「建設工事」という。）の請負 

 二 前号に附帯する事業 

 （名称） 

第２条 当共同企業体は、○○工事共同企業体（以下「当企業体」という。）と称する。 

 （事務所の所在地） 

第３条 当企業体は、事務所を○○市○○町○○番地に置く。 

 （成立の時期及び解散の時期） 

第４条 当企業体は、平成  年  月  日に成立し、建設工事の請負契約の履行後３

カ月以内を経過するまでの間は、解散することができない。     

２ 建設工事を請け負うことができなかったときは、当企業体は、前項の規定にかか

わらず、当該建設工事に係る請負契約が締結された日に解散するものとする。 

 （構成員の住所及び名称） 

第５条 当企業体の構成員は、次のとおりとする。 

    ○○県○○市○○町○○番地 

     ○○建設株式会社 

    ○○県○○市○○町○○番地 

     ○○建設株式会社 

 （代表者の名称） 

第６条 当企業体は、○○建設株式会社を代表者とする。 

 （代表者の権限） 

第７条 当企業体の代表者は、建設工事の施工に関し、当企共体を代表して、発注者及び

監督官庁等と折衝する権限並びに自己の名義をもって請負代金（前払金及び部分代

金を含む。）の請求、受領及び当企業体に属する財産を管理する権限を有するもの

とする。 

 （構成員の出資の割合） 

第８条 各構成員の出資の割合は、次のとおりとする。ただし、当該建設工事について発

注者と契約内容の変更増減があっても、構成員の出資の割合は変わらないものとす

る。 

   ○○建設株式会社 ○○％ 

   ○○建設株式会社 ○○％ 

２ 金銭以外のものによる出資については、時価を参しゃくのうえ構成員が協議して

評価するものとする。 
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 （運営委員会） 

第９条 当企業体は、構成員全員をもって運営委員会を設け、建設工事の完成に当るもの

とする。 

 （構成員の責任） 

第１０条 各構成員は、建設工事の請負契約の履行に関し、連帯して責任を負うものとす

る。 

 （取引金独機関） 

第１１条 当企業体の取引金融機関は、○○銀行とし、代表者の名義により設けられた別

口預金口座によって取引するものとする。 

 （決算） 

第１２条 当企業体は、工事竣工の都度当該工事について決算するものとする。 

 （利益金の配当の割合） 

第１３条 決算の結果利益を生じた場合には、第 8 条に規定する出資の割合により構成員

に利益金を配当するものとする。 

 （欠損金の負担の割合） 

第１４条 決算の結果欠損金を生じた場合には、第 8 条に規定する割合により構成員が欠

損金を負担するものとする。 

 （権利義務の譲渡の制限） 

第１５条 本協定書に基づく権利義務は他人に譲渡することはできない。 

 （工事途中における構成員の脱退に対する措置） 

第１６条 構成員は、発注者及び構成員全員の承認がなければ、当企業体が建設工事を完

成する日までは脱退することができない。 

２ 構成員のうち工事途中において前項の規定により脱退した者がある場合におい

    ては、残存構成員が共同連帯して建設工事を完成する。 

３ 第１項の規定により構成員のうち脱退した者があるときは、残存構成員の出資

    の割合は、脱退構成員が脱退前に有していたところの出資の割合を、残存構成 

   員が有している出資の割合により分割し、これを第 8 条に規定する割合に加えた 

   割合とする。 

４ 脱退した構成員の出資金の返還は、決算の際行うものとする。ただし、決算の

    結果欠損金を生じた場合には、脱退した構成員の出資金から構成員が脱退しな 

   かった場合に負担すべき金額を控除して金額を返還するものとする。 

５ 決算の結果利益を生じた場合において、脱退構成員には利益金の配当は行わな

    い。 

 （工事途中における構成員の破産又は解散に対する処置） 

第１７条 構成員のうちいずれかが工事途中において破産又は解散した場合においては、

前条第２項から第５項までを準用するものとする。 

 （解散後のかし担保責任） 

第１８条 当企業体が解散した後においても、当該工事につきかしがあったときは、各構

成員は共同連帯してその責に任ずるものとする。 
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 （協定書に定めのない事項） 

第１９条 この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとす

る。 

 

 ○○建設株式会社外○社は、上記のとおり○○建設工事共同企業体協定を締結したの

で、その証拠としてこの協定書○通を作成し、各通に構成員が記名捺印し、各自所持する

ものとする。 

 

      年   月   日 

 

               ○○建設株式会社 

                 代表取締役 ○ ○ ○ ○ 印 

               ○○建設株式会社 

                 代表取締役  ○ ○ ○ ○ 印 
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○○工事共同企業体協定書第８条に基づく協定書 

           

  ○○発注に係る下記工事については、○○工事共同企業体協定書第８条の規定によ

り、当企業体構成員が分担する工事の工事額を次のとおり定める。 

                                                 

                                      記                                  

 

 分担工事額（消費税分及び地方消費税分を含む。）                       

     ○○建築工事  ○○建設株式会社  ○○円                   

          ○○建築工事  ○○建設株式会社  ○○円  

                  

  ○○建設株式会社外○社は、上記のとおり分担工事額を定めたのでその証拠としてこ

の協定書○通を作成し、各通に構成員が記名捺印して各自所持するものとする。   

                                  

 

     年  月  日 

 

          ○○建設工事共同企業体 

           代表者 ○○建設株式会社 代表取締役 ○ ○ ○ ○  印  

           代表者 ○○建設株式会社 代表取締役 ○ ○ ○ ○  印  
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［別添］ 

［裏面参照の上建設工事紛争審査会の仲裁に付することに合意する場合に使用する。］ 

 

 

仲 裁 合 意 書 

 

 

 工 事 名 平成３０年度 原子力艦環境放射能調査設備（佐世保港立神（１号）局）

       更新業務 

 

 工 事 場 所 米国海軍佐世保基地内立神（１号）局設置場所周辺 

 

 

 平成３０年  月  日に締結した上記建設工事の請負契約に関する紛争について

は、発注者及び受注者は、建設業法に規定する下記の建設工事紛争審査会の仲裁に付

し、その仲裁判断に服する。 

 

 

       管轄審査会名  長崎県建設工事紛争審査会 

 

 

 

 

 

 

                           平成  年  月  日 

 

    発 注 者     住 所 東京都港区六本木１丁目９番９号 

             支出負担行為担当官 

原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官 名 印 

 

 

    受 注 者     住 所 

               氏 名                   印 
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〔裏面〕 

仲裁合意書について 

 

（１）仲裁合意について 

仲裁合意とは、裁判所への訴訟に代えて、紛争の解決を仲裁人に委ねることを約す

る当事者間の契約である。 

仲裁手続によってなされる仲裁判断は、裁判上の確定判決と同一の効力を有し、た

とえその仲裁判断の内容に不服があっても、その内容を裁判所で争うことはできな

い。 

（２）建設工事紛争審査会について 

建設工事紛争審査会（以下「審査会」という。）は、建設工事の請負契約に関する

紛争の解決を図るため建設業法に基づいて設置されており、同法の規定により、あっ

せん、調停及び仲裁を行う権限を有している。また、中央建設工事紛争審査会（以下

「中央審査会」という。）は、国土交通省に、都道府県建設工事紛争審査会（以下

「都道府県審査会」という。）は各都道府県にそれぞれ設置されている。審査会の管

轄は、原則として、受注者が国土交通大臣の許可を受けた建設業者であるときは中央

審査会、都道府県知事の許可を受けた建設業者であるときは当該都道府県審査会であ

るが、当事者の合意によって管轄審査会を定めることもできる。 

審査会による仲裁は、３人の仲裁委員が行い、仲裁委員は、審査会の委員又は特別

委員のうちから当事者が合意によって選定した者につき、審査会の会長が指名する。

また、仲裁委員のうち少なくとも１人は、弁護士法の規定により弁護士となる資格を

有する者である。 

なお、審査会における仲裁手続は、建設業法に特別の定めがある場合を除き、仲裁

法の規定が適用される。 
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